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３.２ 環境汚染・健康区分 

環境汚染・健康区分では、下記の 6 つの研究開発領域を設定した。 

3.2.1 大気汚染 

3.2.2 水質汚染 

3.2.3 土壌・地下水汚染 

3.2.4 物質循環・環境動態 

3.2.5 健康・環境影響 

3.2.6 化学物質リスク管理 

 

区分の概要を以下にまとめる。 

大気汚染の研究開発は欧米、特に米国が進んでいる。日欧米の大気汚染課題は、PM2.5 と

光化学オキシダント（オゾン）であり、生成機構が複雑なため、対策には大気モデルを用い

た研究が重要である。日本では分析や機構に関する基礎研究は行われているが、固定発生源

の測定に関する研究者が少なく排出インベントリの整備に課題がある。短寿命気候汚染物質

（SLCPs：Short-Lived Climate Pollutants、メタン・対流圏オゾン・ブラックカーボン）の

ようなローカルな大気汚染と地球環境の両方に関わる物質の排出が開発途上国での課題とし

て注目されはじめている。 

水質汚染は、広域的かつ新たな汚染物質（医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs：

Pharmaceuticals and Personal Care Products）やマイクロプラスチックなど）の出現によ

り複合的な汚染現象へと変化している。欧州は問題自体の発掘に積極的に関与し、全体的に

研究が盛んである。新たな問題の発見と規制の先導によるアドバンテージは大きく、日本は

欧米の後追いとなっている点は否めない。日本はマイクロプラスチック中の化学物質測定な

ど世界をリードする領域もあるが、全体的に縮小傾向にある。米国では、病原性微生物や微

量物質の分析法などで優位に研究が進められている。先端的な課題だけでなく、気候変動や

資源採掘、地域環境の保全に関連する研究も行われている。 

土壌・地下水汚染に関して、サステイナブルレメディエーション（SR：Sustainable 

Remediation、環境面・経済面・社会面を考慮した対策）やリスク評価のように複数指標か

らの目標設定が検討されている。米国では生物を利用した浄化技術やリスク管理に基づく融

合研究が進められ、また、ポリマーやゼオライト等を添加した高機能型遮水材の基礎研究が

盛んである。実汚染サイトでの検証や実証が可能であり、応用研究の環境として非常に優れ

ている。欧州では特に英国で SR の研究開発が加速されており ISO 規格の提案が進められて

いる。日本も多くの研究開発の推進やその成果があり、今後はリスク評価の導入とそれに基

づく対策が求められる。 

大気、水、土壌や地下水を横断する炭素や窒素、汚染物質の物質循環・環境動態の分野で

は、試料精製と測定技術が向上し、循環・動態の統合的モデルが開発され、原子・分子レベ

ルからの現象理解が進んでいる。日本は温室効果ガス濃度や同位体比測定は最高水準を維持

している。米国は観測ネットワーク構築と統合化を積極的に推し進め、特に衛星観測では世

界をリードしている。物質循環モデル研究でも長い歴史をもつ。欧州も炭素および関連する

物質循環研究を積極的に推進している。中国はモデル分野では独自開発はまだ少ないが、温

室効果ガスなどの物質循環の観測研究を進め、論文数の伸びが非常に大きい。 
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健康・環境影響に関する研究開発は、代謝過程の知識の蓄積と分析技術の進展により、曝

露から影響までの経路を把握する AOP（Adverse Outcome Pathway）が注目されている。

地球環境問題による健康影響も重要性を増している。米国で基礎研究が多岐にわたり且つレ

ベルが高い。新しいアプローチが絶え間なく提案され、ナノマテリアル廃棄物への評価など

新しい研究も始まっている。中国では多くの資源が割かれ着実に実力をつけている。日本も

基礎研究のレベルは高く、化学物質影響、気候変動影響などで報告数も増えている。 

化学物質リスク管理に関しては、管理が必要な化学物質数が増大し、網羅的一斉分析や高

分解能な分析が進展している。AOP による毒性試験の省力化や迅速化も期待される。日欧米

のレベルが高く、特に欧州では分析から毒性までをカバーする国際プロジェクト Solutions

などが進められている。北米（特にカナダ）では、超高分離技術と超高分解能質量分析計を

合わせた装置開発が進むなど基礎レベルは高い。ToxCast、Tox21、FutureToxⅡなど毒性予

測に関する大規模プロジェクトが進められ基礎から応用への展開が進む。日本はノンターゲ

ット分析の普及、薬物の体内動態予測、子供と環境に関する全国調査の実施、大規模モデル

開発など基礎研究の水準は高い。 
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３.２.１ 大気汚染 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

大気汚染は、工場等の固定発生源および自動車等の移動発生源からのガス､エアロゾル粒子

（気体中に浮遊している固体・液体の微粒子状物質）などの汚染物質が健康被害や環境被害な

どをもたらす事象である。火山や森林火災などの自然発生源からの上記汚染物質も大気汚染

物質に含めることがある。ここでは大気環境における汚染物質の観測・計測と予測・評価、

ならびに排出源特定と排出源対策を対象とする。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

日本では、大気汚染防止法による固定発生源（工場や事業場）からの排出規制、および移

動発生源である自動車の排出ガス規制の段階的強化や自動車 NOx・PM 法などの都市部を対

象とした対策により、これまでに大気汚染物質の環境濃度は大幅に改善してきており、大気

環境の残された課題は光化学オキシダントと PM2.5 とされている。いずれの大気汚染物質も

大気中の反応が主要因と考えられているが、その生成メカニズムは多岐にわたり、いまだ十

分解明されていない 1)。この大気環境対策を行うための生成メカニズムの解明、大気質予測

シミュレーション（大気モデル）の高精度化、その入力データであるエミッションインベン

トリの整備・改善が喫緊の課題であり、これらの研究を進めることが必要となる。またこれ

らの対策については、東アジアからの越境大気汚染の影響も大きいため、国際的な取り組み

も必要とされている。加えて最近では、石綿（アスベスト）やナノ粒子のように形状やサイ

ズに起因する有害性が問題となる物質、水銀や鉛等の重金属や残留性有機汚染物質（POPs：

Persistent Organic Pollutants）による地球規模の汚染、さらにはブラックカーボンやフロ

ンのように大気環境が気候変動に及ぼす影響という観点からの研究も必要とされている。 

 

［動向（歴史）］ 

 大気汚染に係る物質 

環境基準は、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で「維持されることが望ましい基

準」（環境基本法）であり、行政上の政策目標である。大気汚染に係る環境基準は、公害対策

基本法（昭和 42 年法律第 132 号）第 9 条の規定に基づいて、二酸化硫黄（SO2）、一酸化炭

素（CO）、浮遊粒子状物質（SPM）、二酸化窒素（NO2）、光化学オキシダントに対して基準

値が定められている。1996 年の大気汚染防止法の改正で、長期的暴露による発がん性等の観

点から、有害大気汚染物質として、248 物質（そのうち優先取り組み物質 23 物質、指定物質

3 物質）が指定された。現在、有害大気汚染物質の基準値はベンゼンなど 4 物質に関して定

められており、その他 8 種類については指針値として定められている。また 2009 年には微

小粒子状物質（PM2.5）に係る環境基準が追加されている。2015 年には水銀に関する水俣条

約を踏まえて大気汚染防止法が改正され、水銀の大気排出規制が新たに設けられた。全国に

約 2,000 の大気測定局があり、汚染物質のすべてあるいは一部について、連続的にモニター

評価されている状況である。 

なお大気汚染物質の環境基準はヒトの健康影響より導き出されるものであるが、今後は環
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境汚染物質に過敏な人（子供、高齢者、心疾患等の患者）を対象とした研究が今まで以上に

必要とされる。 

 大気汚染の歴史2) 

世界で最初の大気汚染による健康被害は、1930 年ベルギー・ミューズ渓谷における呼吸器

疾患での地域住民 60 人死亡の事件である。また都市部での大気汚染による最初の健康被害

は、1952 年のロンドン・スモッグ事件である。12 月中の約 1 週間、先のミューズ渓谷と同

様に冬場における大気の気温逆転（高度上昇にしたがって気温が通常とは逆に上昇する現象）

で、大気汚染物質が滞留する状態となり、通常より約 4 千人も死亡者が増加した。この事件

の原因は石炭燃焼による煤煙・煤塵、硫黄酸化物（SOx）などによるものであった。当時ロ

ンドン市役所の屋上で、浮遊粉塵や SO2が測定されており、これらの大気汚染物質の曝露濃

度と死亡率や罹患率などの健康影響との関係を評価することで大気汚染の医学研究を飛躍的

に推進させることにもなった。 

日本における大気汚染の歴史としては、1960 年頃からのいわゆる四日市喘息問題があげら

れる。この原因は疫学調査より SOxを含む汚染物質の排出によるものであり、石炭使用に伴

う煤煙・煤塵を規制するために 1962 年に煤煙規制法（煤煙の排出の規制等に関する法律）

が制定された。総合的な汚染防止対策を進めるために 1967 年に公害対策基本法を制定し、

翌年、大気汚染防止法が成立した。これにより、工場・事業所からの排出基準の強化、総量

規制などの規制強化、それに対応して工場・事業所側の集塵装置、排煙脱硫・脱硝設備の導

入や重油の低硫黄化対策などの産業型公害規制が行われ、環境基準達成が向上した。 

一方、都市部における新たな問題として光化学スモッグが浮上してきた。1970 年 7 月に東

京・杉並の高校で運動中の高校生が目や咽頭の刺激症状、咳、呼吸困難、頭痛、しびれ感を

訴え、一部の者は高度の呼吸困難、痙攣発作や意識障害などで病院に搬送される事件があっ

た。後の研究で、これは光化学オキシダント（オゾン（O3）や peroxyacetyl nitrate（PAN）

など）が原因であることが分かった。国は、光化学オキシダント発生の一因となる窒素酸化

物（NOx）に対して、固定発生源には 1973 年の排出基準設定を順次強化した。さらに自動

車排出ガスからの NOx に対しても 1978 年から本格的な規制が開始された。炭化水素に対し

ても大気汚染防止法に基づいて規制された。一方、自動車台数の急増により NOx や SPM な

どの沿道等の局地的汚染の問題も、大都市地域を中心として浮上してきた。自動車排出ガス

規制は 1966 年以降順次排出ガス低減技術、特にガソリン車における電子制御式燃料噴射と

三元触媒の組み合わせ、さらには燃料の無鉛化（ガソリン性能向上のための鉛系添加剤の廃

止）などの燃料性状の進展を見極めながら強化されてきたが、首都圏などの大都市部につい

ては新車対策のみでは NOx や SPM などで大気改善が進まない状況が続いた。さらにディー

ゼル車から排出される PM の発がん性を指摘する研究例も出てきたため、1992 年には東京

都がいわゆる「ディーゼル車 NO 作戦」を独自に展開し、新車のみならず使用過程車も含め

たディーゼル車への対策強化を行った 3)。これを契機に自動車 PM 排出の対策技術であるフ

ィルター装置（DPF: Diesel particulate filter）を装着したディーゼル車の市場導入の前倒し、

既販車への DPF 装置の装着対応、および DPF 装着時に必要となる低硫黄軽油の早期導入な

どの対策が進んだ。2009 年にはディーゼル車の新車すべてに DPF 装着を前提とした排出ガ

ス規制強化が行われ、それ以前のディーゼル車への早期対策も含めて、SPM は大きく改善し

ている。なお現在では大型ディーゼル車への NOx 排出規制強化の検討ならびに国際基準調

和として自動車排出ガスの試験法統一の検討も行われている 4)。 

2012 年度環境基本計画によると、大都市の NO2、SPM は自動車単体規制、自動車 NOx・

PM 法、低公害車の普及により、一部の測定局を残し、環境基準をおおむね達成している。
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日本の大気質の残された課題は光化学オキシダントと PM2.5 とされている。光化学オキシダ

ントについては、原因物質である NOx や揮発性有機化合物（VOC：Volatile Organic 

Compounds）の排出抑制対策を進めてきているが、環境基準が諸外国と比較して厳しいこと

もあり、達成率は 1％未満と低い状況にある。ただし光化学オキシダント濃度の長期的な傾

向を評価するための指標（光化学オキシダント濃度 8 時間値の日最高値の年間 99 パーセン

タイル値の 3 年平均値）を用いて、関東地域や阪神地域などの域内最高値の経年変化をみる

と、近年は域内最高値が低下しており、高濃度域の光化学オキシダントの改善が示唆されて

いる。2009 年に新たに環境基準が定められた PM2.5 は、粒子状物質の中で粒径 2.5μm 以

下の粒子状物質である。SPM（10μm 以下）などと比較して粒子径の小さい PM2.5 は肺の

奥にまで到達するため、疫学データでの健康被害との相関が高いとされ、1997 年に米国で初

めて環境基準が設定されたものである 4)。現在は常時監視体制が構築されつつあるが、測定

データから全国的に環境基準を超える可能性が示唆されている。 

なお欧米での大気環境の課題としても、米国ではオゾン（日本の光化学オキシダントに相

当）と PM2.5 が問題、EU ではオゾン、窒素酸化物、一部の有機化合物についていまだに課

題と認識されている。また特に都市部での PM、オゾン高濃度地域は 90％を越え、大きな懸

念とされ、WHO のガイドライン指針値の達成を目標に対策が進められている 5)。このよう

に日欧米とも PM2.5 および光化学オキシダント／オゾンなど、複雑な生成機構をもつ大気汚

染物質に対しての観測、予測、対策の課題がある。 

 

光化学オキシダントは、前駆物質の VOC や NOxが大気中の光化学反応により生成される

物質である。しかし NOx と VOC の排出量を減らした分だけ改善されるわけではなく、減ら

す比率によっては、光化学オキシダント濃度が増加してしまう場合もある。また、VOC は 1

つの物質ではなく様々な物質の総称であり、その中にはオキシダント生成に大きく寄与する

物質もあればあまり寄与しない物質もある。一方、PM2.5 には、発生源から直接大気中に粒

子として排出されるもの（一次生成粒子）と、ガス状の前駆物質（VOC/NOx/SOx）が大気中

での化学反応を経て粒子化するもの（二次生成粒子）がある。これらのように前駆物質が大

気中で光化学反応して出来る PM2.5 二次粒子やオキシダントについては、生成機構が複雑で

未解明であり、原因物質と発生源が多岐にわたることから解明すべき課題が多く残されてい

る。 

図 3-1は大気中の光化学反応などの二次生成反応メカニズムの概略を示したものである 1)。

また、図 3-2 は PM2.5 の発生源・成分の内訳例であり、二次生成粒子が多いことが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

図 3-1 大気中の二次生成反応メカニズム 図 3-2 PM2.5の発生源・成分の内訳例 

（出典：JATOPⅡ成果報告会資料） 
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また地球規模の問題として、汚染物質が国境を越えて長距離輸送されることによる広域大

気汚染、地球規模大気汚染の問題もある。この問題は日本では PM2.5 が中国から飛来するな

ど最近になって特に注目されているが、この広域大気汚染の問題自体の歴史は古く、欧州や

北米では 1960 年代から 70 年代にかけて顕在化した。当時は粒子状物質ではなく、SOx と

NOx とその分解物である硫酸、硝酸エアロゾルといったような酸性物質の越境汚染による、

湖沼の酸性化や森林の立ち枯れが問題であった。その後、1990 年代に日本と中国を含む東ア

ジアにおいても同様な越境汚染問題が取りざたされた。酸性物質の越境汚染については、欧

州を中心とした数十ヶ国により長距離越境大気汚染条約（CLRTAP）が 1979 年に採択され、

汚染状況の監視・評価、原因物質の排出削減対策などが進めてられている。東アジア地域で

は、日本のイニシアチブにより中国をはじめとする東アジアの 13 ヶ国が参加して「東アジ

ア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）」が 2001 年から本格稼働している。 

水銀や鉛等の重金属や、PCB のような残留性有機汚染物質（POPs）は、大気中寿命が非

常に長いため、酸性物質の越境汚染よりもさらに広範囲に移動し、地球規模の汚染が懸念さ

れている。そのため、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（POPs 条約）が

2004 年 5 月に発効し、シミュレーション等による監視、評価、排出削減対策が進められてい

る。 

大気汚染、大気環境に係わる研究開発としては、対策手段を特定するために観測に加え、

大気中の汚染物質の挙動を予測・解析するための大気モデルが重要な役割を担っている。特

に光化学オキシダントと PM2.5 のように複雑な大気中の化学反応メカニズムで発生する物

質や、越境汚染など広域の大気汚染の影響を評価し解明するためには、大気濃度場の時空間

構造とその変動、複雑な物理・化学過程を取り入れた大気モデルが重要であり、その果たす

べき役割は増大している。以下には大気モデル研究について記する。 

 大気モデル研究 

大気モデル研究は、排出インベントリの整備、大気モデル開発、将来予測などの対策検討

の 3 つの領域に分けられる。図 3-3 に大気モデルの概念図を示す 1)。 

 

 

図 3-3 大気モデルの概念図（出典：JATOPⅡ成果報告会資料） 
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• 排出インベントリの整備 

排出インベントリとは、大気汚染物質がどこからどれだけ排出されているかを示す目録

（インベントリ）であり、通常は年間の排出量として示される。大気モデルへは入力データ

として用いられ、排出量のリストにとどまらず、空間的、時間的な排出量が必要となる。

日本では国としての排出インベントリ（ナショナルインベントリ）はいまだ整備されてい

ない 6)。排出インベントリはすべての発生源からの排出量を推計する必要があるが、ほと

んどは燃料消費量や工業生産量、自動車走行量、人口、就業者人口などの活動量に排出係

数（排出原単位、発生源種類毎の単位活動量あたりの汚染物質の平均排出量）を乗じるこ

とにより算出される。現在日本で唯一大気モデルの入力用として整備されたものに、

JATOP インベントリ（JEI-DB）がある。排出インベントリには、発生源カテゴリで 110

程度、対象物質は PM、NOx、SOx、CO、NMVOC、NH3などがあり、個別成分の排出量

だけでなく、VOC 組成や PM 組成・粒径区分も発生源別にデータ整備が必要となる 6)。排

出インベントリに関する研究の課題としては、排出量を求めるための測定法の整備、発生

源から排出される過程、排出インベントリのための統計値の確保、オフィスビルのような

業務部門や家庭などの民生部門からの排出量の把握、船舶や農業（主に NH3、暖房用ボイ

ラ）など推計方法のモデル化、農作物や草類などからの VOC 排出量などの課題がある。 

• 大気モデル開発 

大気汚染分野で主に利用されている大気モデルはレセプターモデル（観測地点モデル）

とシミュレーションモデル（化学輸送モデル）である。 

レセプターモデルは観測された濃度をもとに、その観測地点における発生源別の寄与濃

度を統計的に推計するもので、統計モデルの一種と考えることができる。粒子状物質や

VOC などの発生源解析に使用されており、代表例として CMB（Chemical Mass Balance）

や PMF（Positive Matrix Factorization）があげられる。CMB モデルは観測された成分

濃度から、想定される発生源の成分濃度パターン（発生源プロファイル）を用いた重回帰

式より、それぞれの発生源の寄与濃度を計算するものである。現在、日本で使われている

発生源プロファイルは、土壌性粒子、海塩粒子、鉄鋼工業、石油燃焼、廃棄物焼却、自動

車排気、ブレーキ粉塵などがあるが、測定されたのが 2000 年以前のものが多く、排気対

策が進んできた状況を踏まえた新しいプロファイルへの更新が課題である。石油燃焼など

大気汚染対策を想定すると発生源が特定できないプロファイルもあり、プロファイルその

ものの整備も課題である。PMF モデルは多数の成分測定データをいくつかの因子を想定し

て多重回帰式より因子毎の成分プロファイルを求め、各因子プロファイルに近い発生源の

寄与度を見積もるものである。観測結果の精度などにより計算上求められる因子数が限定

されることや得られた因子と発生源を想定することが解析者の判断に依存するところが

PMF モデルの課題である。解析手法の確立が求められている。 

シミュレーションモデルには、一般に、解析解モデルと数値解モデルの 2 つのタイプが

ある。解析解モデルは、風向・風速は一定とするなどの仮定により解析解が得られるとこ

ろまで簡略化した定常モデルであり、プリュームモデルとパフモデルが代表的である。数

値解モデルは、汚染物質の輸送過程を記述する基礎方程式（物質輸送方程式や拡散方程式、

物質収支式などと呼ばれる）を解いて大気汚染濃度を計算する物質輸送モデルの基礎方程

式に化学反応項を付加することにより、化学反応過程も考慮できるようにした非定常モデ
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ルである。大気環境行政や発電所や工場の新設などの際の環境アセスメント等の実務で用

いられるのは、ほとんどの場合がプリューム・パフ式を基本とした解析解モデルであり、

数値解モデルが用いられることは稀である。解析解モデルは構造が簡単で分かりやすく計

算時間や計算容量が少ないこと、長年にわたる運用実績があり一定の信頼性が担保されて

いること、現在の環境アセスメントで必要な項目は解析解モデルで得られる結果で間に合

う場合が多いこと、解析解モデルをベースとした評価ツール（日本の METI-LIS、ADMER、

米国の AERMOD 等）が供給されていること等が理由である。ただし、解析解モデルは、

現象を簡略化する様々な仮定のもとで成立するモデルであるため、複雑な気流場での現象、 

非定常現象、複雑な化学反応・沈着過程を伴う現象等に対しては基本的に適用できない。 

一方、数値解モデルは、構造が複雑であり多くの計算時間と計算容量が必要であるが、

上記で示したような解析解モデルでは考慮できない複雑な現象に対応することができる。

米国の CMAQ（Community Multiscale Air Quality）と全球スケールの GEOS-Chem が

よく使われている。数値解モデルでは、気象データと排出量データを入力として、移流、

拡散、沈着、光化学反応、粒子化などの各過程の各格子における汚染物質濃度の時系列変

化を計算するものである。光化学反応については大気中に存在するあらゆる物質と反応を

モデルで明示的に表現するのは困難なため、物質と反応を集約的に表現する化学反応メカ

ニズムが組み込まれている。これらの数値解モデルの多くは研究用であり、複雑な構造の

モデルのため、運用にあたってはどうしても専門的な知識を要する。また各モデルはそれ

ぞれ独自に信頼性の検証が行われているが、各モデル間の推定結果にはバラツキが見られ

る。このような理由から、行政目的などでの実務利用はあまり進んでいないが、現在の大

気汚染問題では、光化学オキシダントや PM2.5 など数値解モデルが必要とされる場面が多

いため、信頼性の向上と利便性の向上を行うことにより、実務での利用を促進する必要が

ある。 

• 大気モデルによる将来予測・感度解析 

大気汚染対策の効果等を予測するために大気モデルを用いた将来予測・感度解析が重要

になる。将来予測の推計手法としては、基準年の気象場を気象モデルで計算し、基準年の

排出量データを将来シナリオにしたがって変化させることで大気汚染物質の濃度を推計す

る。また感度解析では発生源の寄与度をモデルにより解析する方法であり、各種の原因物

質の寄与度がモデル上で推定できる。なお大気モデルを使った大気汚染対策を進めるため

には、将来推計の手法を統一化することが課題である 1)。 

 

 

（３）注目動向  

［新たな技術動向］ 

• 衛星観測データを使った排出インベントリの整備が世界的に進んできているが、データの

解像度が粗く日本ではそうした取り組みはいまだない。衛星観測データの地表面の大気汚

染物質濃度の精度など解決すべき課題はあるが、観測点を多く設定できない地域の排出量

の把握には有望である。 

• 米国環境保護庁（EPA）では環境問題・対策がより複雑化してきたことを受けて、2011 年

に分野構成の見直しを行い、大気研究については、大気・気候変動・エネルギーを統合さ
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せた分野として取り扱っている。また共同研究として気候変動、土地利用、大気質、水質、

経済の総合作用を考慮した“One environment”モデルの開発にも取り組んでいる 7)。 

• 中国からの黄砂中には微生物あるいは生物に由来する有機物でできた粒子、バイオエアロ

ゾルが存在しており注目されている。これらが暴露されると、より炎症が進みやすく細胞

へのダメージが大きいとされている 8)。 

• 石綿（アスベスト）やナノ粒子のように形状やサイズに起因した人への有害性が問題とな

る物質による大気汚染も注目されている。これらは当初は室内環境での暴露が問題であっ

たが、大気汚染においても社会的な問題になっている。2005 年に石綿含有製品を過去に生

産していた工場近辺における住民の健康被害が明らかになった。ナノ粒子は細気管支を通

り抜け肺胞に達し血液に移行するため、呼吸器系のほか、循環器系への影響も懸念されて

いる。もっとも、カーボンナノチューブ（CNT）のような新素材のナノ物質のリスクが注

目されているが、ナノ粒子自体は、自然界にも多く存在しており、燃焼等による人為起源

も含め、昔から環境中に存在しているものである。 

 

［注目すべきプロジェクト］ 

• タイヤ・ブレーキの摩耗粉塵の研究 

排出ガスからの PM2.5 が低減されるに伴い、相対的に排出ガス以外の PM2.5 が欧州を

中心に着目されて始めた。欧州の PMP（Particle Measurement Programme）ではタイヤ・

ブレーキの摩耗粉塵の計測法の検討も始まった 9)10)。並行して日本でも計測法や排出係数

の研究が始まった 11)-13)。 

• 粒子数濃度の研究 

欧州の粒子数規制の導入に伴い、大気汚染物質としての粒子数濃度の将来予測 14)や粒子

数濃度の健康影響評価のための疫学研究が注目される。またガソリン直噴エンジンの排気

粒子数濃も注目されている。23nm 以下の超微小粒子を含めた粒子数濃度の計測法の研究

も盛んになっていきている。 

計測法では、半揮発性粒子をどう計測していくか等が注目される課題である 

• 短寿命気候汚染物質（SLCPs：Short-Lived Climate Pollutants）14) 

SLCPs とは、大気中での化学的な寿命が数日から数十年程度と比較的短く、気候を温暖

化する作用をもつ物質である。具体的にはメタン、対流圏のオゾン、ブラックカーボン

（BC：化石燃料やバイオマスを燃焼させた時に発生する黒色炭素粒子）の 3 物質である。 

SLCPs については、環境省環境研究総合推進費 S-12「SLCP の環境影響評価と削減パ

スの探索による気候変動対策の推進」でも研究開発が実施されている。 

SLCPs の概念そのものは日が浅いため確固たるものではないが、開発途上国におけるブ

ラックカーボン排出抑止策などで今後注目される可能性がある。ローカルな大気汚染と地

球環境の両面に関わる物質であるため、その削減には身近な健康影響の低減にも結びつく

という点で、省エネルギーなど生活レベルの低下につながる可能性のある CO2対策に比較

して、一般市民からの協力が得られやすいのではないかという観点から注目されている。 
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（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 大気観測による汚染物質の動態研究 

‐ PM2.5 の動態を把握する研究の課題 

 CMB（Chemical Mass Balance）法に使う発生源プロファイルデータが限られ古

い。発生源の種類も限定的。 

 近年の大気中 PM2.5 濃度が小さいため、高分解能の計測器の開発が求められる。 

 二次粒子の発生源を特定するためには、時間分解能の高い計測器も求められる。 

‐ 光化学オキシダントの動態を把握する研究の課題 

 VOC 排出量の実態把握が困難であるため、測定法の確立が求められる。 

• 大気モデル研究 

‐ 排出インベントリに関する研究の課題 

 国としての排出インベントリ（ナショナルインベントリ）の整備。すべての発生

源で排出量を求めるための測定法の整備。発生源から排出される過程の解明。 

 煙突から大気に放出される際の VOC 凝縮過程の解明。日本ではその研究がほと

んど実施されていない。大規模煙源を模擬した実験炉がなく、発生源の企業協力

体制がない。 

 道路交通センサス一般交通量調査と自動車燃料消費統計の走行量の統計調査にお

いて、年度により調査項目やデータが変更される。排出インベントリのための統

計値の確保や、大規模なプローブデータ等のビッグデータ活用。 

 オフィスビルのような業務部門や家庭など民生部門からの排出量の正確な把握。 

 船舶や農業（主に NH3、暖房用ボイラー）などの推計方法のモデル化の研究が進

んでいない。 

 日本独自の植生を考慮する植物起源 VOC の推計モデルがいまだ研究開発されて

いない。 

‐ 地域スケールの大気モデル（CMAQ）の研究の課題 

 PM2.5 に関してはサルフェート成分の過少、ナイトレート成分の過大、有機二次

粒子（SOA：Secondary Organic Aerosol）の過少等の再現性。 

 Oxに関しては、経年変動を含む長期的変動や日内変動、長期間の低～高パーセン

タイル値の再現性。 

 VOC の成分濃度や全 NMHC（非メタン炭化水素）濃度の再現は極めて不十分で

ある。 

 二次生成機構解明に関する実験・観測・モデル研究の統合的推進と二次有機粒子

モデルの開発を同時に進めることが求められる。 

 Ox については、排出インベントリの改良、未把握 VOC の把握、NMHC 測定濃

度の解析、VOC 成分の多地点連続測定が求められる。 

 大気モデルの再現性検証に使える大気汚染物質の時系列の観測データが少ない。 

• 大気汚染分野の研究における体制面での課題 

 インベントリ・シミュレーション精度向上を継続的に研究する仕組み構築。 

 大気汚染分野の研究者の慢性的な不足。 
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［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 大気モデル 

‐ インベントリ整備 

 固定発生源からの PM2.5 などの大気汚染物質の測定法の研究；最優先の研究課題

としては煙源の凝縮性粒子評価法の研究 

 大気放出を想定した固定発生源・移動発生源の排出インベントリの整備・更新体

制の構築 

 蒸発起源 VOC の測定法の研究 

 排出インベントリのための活動量の抽出手法と統計データの収集に関する研究 

統計法との関連や GHG インベントリなどと連携を含めた枠組み構築 

‐ 大気モデル開発 

 粒子成分の再現性向上のための研究；VBS 法、チャンバー実験による粒子収率の

整備、NH3の発生動態の解明など 

 VOC 再現性向上のための研究；植物起源 VOC の排出予測法、VOC 成分の蒸発性

の解明など 

 レセプターモデルのための発生源プロファイルの研究：粒子成分や VOC 成分プロ

ファイルの最新データの収集・整備 

 大陸～地域～都市～街区～沿道～室内環境など異なる空間スケールの現象を統一

的に把握評価出来るモデルシステムの構築 

 粒径別の粒子個数や化学組成の予測モデルの構築 

 不断のモニタリングデータおよび集中観測データによるモデルの検証と改善 

• SLCPs に関する知見の集積・整備 

• ナノ粒子のような形状やサイズが問題となる物質の環境中動態、人や生態系への暴露とリ

スクの評価手法開発 

• 水銀、POPs など環境中に長期間存在する物質の環境中動態、人や生態系への暴露とリス

クの評価手法開発 

 

 

（５）政策的課題 

• モデルとデータベースの継続的な運用・サポート体制が不十分である。 

• PM2.5 については越境汚染の課題もあり、中国等の東アジア地域における大気汚染対策を

推進するための技術協力に、さらに取り組むことが求められる。 

• ナノ粒子については、新規に開発が進められている高機能材料の普及の阻害要因とならな

いため、大気環境を経由した人への暴露についても、政策的な取り組みが要請される。 

• 水銀、POPs については、条約への対応として取り組むことが求められる。 

 

 

（６）キーワード 

SO2、CO、SPM、NO2、光化学オキシダント、PM2.5、粒子数、タイヤ・ブレーキ、疫学知

見充実、リアル・リアルワールドエミッション、ビックデータ活用、アジア諸国での大気改

善、SLCPs、ナノ粒子、重金属、水銀、POPs 
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（７）国際比較表 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↘ 

 インベントリ整備に使う固定発生源の測定法の研究者がほとんどいな
い。研究のための実験設備や協力体制がほとんどない。行政を含めた体
制作りから始める必要がある。 

 科研費、環境省推進費などの公的資金を原資として、大気汚染に関連す
る多様な研究が行われており、研究レベルは高い。ただし、同分野の論
文数、大気モデル開発の独自性などの点からみると、欧米の大学や研究
機関と比較して層が薄いことは否めない。 

 日本の大気汚染状況は従来と比べてかなり改善してきていることもあ
り、研究費や研究者の数は減少傾向にある。研究者はリスク評価や放射
性物質など他の分野の研究にシフトしている。 

 大気汚染の分析や発生の機構に関する基礎的な研究は十分発展してい
る。エアロゾルの物理や工学については十分といえるが化学については
まだ不十分 15)。 

応用研究・
開発 

○ → 

 米国大気モデルを使い、日本にない排出係数を文献データから作成した
排出インベントリを使い、日本用に構築した研究が進んできた。 

 ADMER や METI-LIS のような実務で使えるツールが開発、公開され、
行政機関や企業などで広く活用されている。ただし、ツールについては
米国と比べると少ない。 

 オリジナルなモデル開発は少なく、米国を中心とした海外製モデルを用
いた適用研究が中心である。 

 モニタリング技術、分析技術、排出削減技術などは、企業が積極的に開
発を行っている。 

 モニタリングや対策技術は、国内より途上国が大きな市場となるだろう。 
 大気汚染対策技術などは十分に発展している。しかし測定技術などは新
たなものを開発する力が十分とはいえず、外国のものに頼っている面が
ある。 

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

 環境保護庁（EPA）は反応モデルの基礎研究からインベントリ測定法の
改良研究まで独自の研究者を擁して研究を進めている。 

 研究者の層、研究費の額、研究レベルともに、圧倒的に優位である。 
 EPA、海洋大気局（NOAA）、エネルギー省（DOE）などの政府系研究
機関、大学、州政府など様々なところで大気汚染の研究が進められてい
る。EPA とカリフォルニア州が伝統的に強い。 

 米国においても国内の大気汚染状況はよくなってきていることもあり、
他の分野や途上国の研究にシフトしている。 

 あらゆる面で先進的に研究が進められている。エアロゾルの物理化学が
応用研究だけではなく基礎研究として進められている点に注目すべき
である 16)。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 行政的に SIP（州の大気改善政策）の策定には大気モデルでの評価結果
が必要な体制が整備されている。 

 CMAQ（大気モデル）や NEI（国の排出インベントリ）を定期的に更
新する枠組みが出来ている。 

 民間の研究機関でも大気モデルを使った研究が出来ている。 
 モデル開発とツール化などソフトウェア研究の分野は、特に圧倒的に優
位である。CMAQ 等様々なモデルが無償で公開され、世界中で利用さ
れている 17)。 

 サンプリングや分析技術についても、最先端の研究が行われている。 
 政府系研究機関や大学からスピンアウトしたコンサルティング企業が、
政府からモデル開発や環境影響評価を請け負って実施している。 

 対策技術は特に群を抜いているという感じはしないが、測定技術開発な
どは常にトップを走るケースが多い。大学と民間の結びつきが強いこと
が推察される。 

欧州 基礎研究 ◎ → 

 UFP（超微小粒子、50nm以下の粒子）の生成メカニズム、粒子数に関
わる研究（含むインベントリ）などの基礎研究は充実している。しかし、
米国ほど広範囲な研究は実施されていない。 

 伝統的に環境問題に取り組むことに熱心な国が多く、研究者の層、研究
費の額、研究レベルともに、米国には及ばないが高い水準にある。 

 大気汚染の状況は国によってかなり異なる。北欧、オランダ、英国では、
以前から大気モデル開発の研究が行われており、研究レベルが高い。東
欧や南欧では、まだまだ大気汚染が酷い都市があるため、モニタリング
を中心とした研究が多く行われている。 
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応用研究・
開発 

○ → 

 大気環境基準達成に向けて、大気動態の観測解析や大気モデルを使った
大気質評価が実施されている。 

 大気拡散モデルのツール化では、オランダ国立公衆衛生環境研究所
（RIVM）、オーストリアの国際応用システム分析研究所（IIASA）など
が有名である。 

 多くの国が隣接しているため、国境を超えた越境汚染について敏感であ
る。越境汚染については、The European Monitoring and Evaluation 
Programme （EMEP）を中心として、様々な研究が進められている。
研究の深度はバラツキがあるが平均点としては高いといえる。 

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

 中国環境科学研究院、大学、各省の研究機関などで、積極的に取り組ま
れている。 

 大気汚染問題が深刻であるため、近年、同分野の研究には、予算と人員
はある程度割いているようである。 

 欧米諸国や日本に留学した研究者が帰国し、研究と教育に従事してい
る。研究レベルには幅があるが、高くなってきている。 

 表論文数は非常に増えているが、解析内容が不十分に感じる。研究予算
が飛躍的に伸びているようなので、今後の発展が注目される18)。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 PM2.5のモニタリング調査のような事例研究は、多く行われている。 
 大気モデルについては、独自のモデル開発はあまり行われず、CMAQ
やWRFのような米国を中心とした海外製モデルを用いた適用研究が中
心である。 

 モニタリングやシミュレーションは行われているが、実際の環境政策に
生かされている例は少ないと思われる。 

 モニタリング技術や測定機器、排出防止対策技術などは、欧米や日本か
らの輸入が多いと思われる。 

 新型の測定機器類の導入がめざましい。今後の応用への展開が期待され
る。2017年からEURO6に相当する規制を開始することになっているが
技術的にそれに追いつけるのかは未知数19)。 

韓国 

基礎研究  ○ ↗ 

 大気汚染は改善されつつあるものの、都市部ではまだ問題であるため、
大学や行政機関などで研究が行われている。 

 中国と同様に、欧米諸国や日本に留学した研究者が帰国し、研究と教育
に従事している。研究レベルには幅があるが、高くなってきている。 

 以前はモニタリングをベースとした研究が多くを占めていたが、近年は
モデルによるシミュレーション研究も多くなってきている。着実に研究
を進めているが、広がりがない印象。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 大気モデルについては、独自のモデル開発はあまり行われず、CMAQ
やWRFのような米国を中心とした海外製モデルを用いた適用研究が中
心である。 

 モニタリング技術や測定機器、排出防止対策技術などは、欧米や日本か
らの輸入が多いと思われる。 

 SO2の削減が短期間で強力に進められたことから、技術的裏付けがある
ことが推察される。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）参考資料 （●は全体的に参考とした文献） 

 水・大気環境行政のご案内 －日本の公害克服経験－ 環境省水・大気環境局 

https://www.env.go.jp/air/air_pamph/air_pamph01.pdf 

 環境省 HP (大気環境・自動車対策) https://www.env.go.jp/seisaku/list/air.html 

https://www.env.go.jp/air/air_pamph/air_pamph01.pdf
https://www.env.go.jp/seisaku/list/air.html
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1) 石油エネルギー技術センター JATOPⅡ成果発表会 

http://www.pecj.or.jp/japanese/jcap/jatop2/index_jatop2_01.html 

2) 国際環境経済研究所 ゼロからわかる PM2.5 のはなし 

http://ieei.or.jp/category/special201307/ 

3) 東京都環境局「ディーゼル車走行規制」の開始にあたって 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/vehicle/attachement/all.pdf 

4) 自動車工業会 微小粒子状物質 SPM から PM2.5 へ 

http://www.jama.or.jp/eco/PM25/pdf/PM25.pdf 

5) 板野泰之(2006) 都市大気における光化学オキシダント問題の新展開 

6) 大気環境学会関東支部講演会 大気汚染モデルの現状と課題 

7) Science for a Sustainable Future (EPA Research program overview 2012-2016) 

https://www.epa.gov/sites/production/files/2014-06/documents/strap-overview.pdf 

8) JST CRDS 俯瞰ワークショップ報告書 平成 27 年度環境科学技術分野 最新研究開発動向 

http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2015/WR/CRDS-FY2015-WR-13.pdf 

9) UNECE；Working Party on Pollution and Energy (GRPE) /Particle Measurement Pro-

gramme (PMP) https://www2.unece.org/wiki/pages/viewpage.action?pageId=2523173 

10) Hugo A.C.Denier van der Gon, et al, The Policy Relevance of Wear Emission from Road 

Transport, Now and in Future-An International Workshop Report and Consensus 

StatementHagino, H., Oyama, M., Sasaki, S.: Laboratory testing of airborne brake wear 

particle emissions using a dynamometer system under urban city driving cycles, Atmos-

pheric Environment, 131, 269-278 (2016)  

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X 

11) Hagino, H., Oyama, M., Sasaki, S.: Laboratory testing of airborne brake wear particle 

emissions using a dynamometer system under urban city driving cycles, Atmospheric En-

vironment, 131, 269-278 (2016)  

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X 

12) Hagino, H., Oyama, M., Sasaki, S.: Airborne brake wear particle emission due to braking 

and accelerating, Wear, 334, 44-48 (2015) 

http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0043164815002100 

13) Y.Tonegawa, T. Fujikawa, S. Sasaki, Development of Tire Dust Emission Measurement for 

Passenger Vehicle, 19th ETH Conference on Combustion Generated Nanoparticles(2015) 

http://www.nanoparticles.ch/2015_ETH-NPC-19/Poster/44_Tonegawa.pdf 

14) L. Ahlm, et al, Particle number concentrations over Europe in 2030: the role of emissions 

and new particle formation, Atmospheric Chemistry and Physics, 13, 10271-10283. 

15) エアロゾル研究 Vol. 29（2014) No. S1 （特別号） 

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/jar/29/S1/_contents/-char/ja/ 

16) Pacifichem 2015, Symposium #56: Chemistry of Atmospheric Aerosols 

17) 米国環境保護庁（EPA）, Models, Tools and Databases for Air Research 

https://www.epa.gov/air-research/models-tools-and-databases-air-research 

18) Chan and Yao, Atmospheric Environment 42 （2008) 1–42.,Lu et al., Atmos. Chem. Phys., 

10, 6311–6331, 2010. 

19) 日本経済新聞,「中国、欧州並みの排ガス規制 汚染物質５割削減 17 年から前倒し導入」2016

年 4 月 24 日 http://www.nikkei.com/article/DGXLASGM23H4D_T20C16A4FF8000/ 

http://www.pecj.or.jp/japanese/jcap/jatop2/index_jatop2_01.html
http://ieei.or.jp/category/special201307/
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/vehicle/attachement/all.pdf
http://www.jama.or.jp/eco/PM25/pdf/PM25.pdf
https://www.epa.gov/sites/production/files/2014-06/documents/strap-overview.pdf
http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2015/WR/CRDS-FY2015-WR-13.pdf
https://www2.unece.org/wiki/pages/viewpage.action?pageId=2523173
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S135223101630125X
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0043164815002100
http://www.nanoparticles.ch/2015_ETH-NPC-19/Poster/44_Tonegawa.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/jar/29/S1/_contents/-char/ja/
https://www.epa.gov/air-research/models-tools-and-databases-air-research
http://www.nikkei.com/article/DGXLASGM23H4D_T20C16A4FF8000/
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３.２.２ 水質汚染 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

水質汚染は、人間活動由来または自然由来の汚染物質などが、河川や港湾などの都市水域

や湖沼、海洋に排出され、健康被害や環境被害などをもたらす事象である。ここでは、水域

における汚染物質の観測・計測と予測・評価、ならびに排出源特定と浄化・回復技術を対象

とする。（水処理等については研究開発領域「3.4.1 水循環」で扱う。） 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

日本では、高度経済成長によって水質汚濁の問題が顕在化したが、水質汚濁防止法に基づ

く対策によって、河川における水質は大きく改善された。しかし、汚染物質が蓄積・滞留し

やすい湖沼では、富栄養化現象による着臭やミクロキスチンなど藻類産生毒物による水道水

質問題が現在もあり、海域内湾では、底層に無酸素水塊が広がり、それにともなう漁業被害

も報告されている。また、医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs：Pharmaceuticals and 

Personal Care Products）やマイクロプラスチック（5mm 以下のプラスチック）など、新規

汚染物質への懸念が国際的に高まっている。陸域からの化学物質の排出は、水生生物の内分

泌かく乱を誘引するなど、水域生態系への懸念が指摘されている。マイクロプラスチックと

それに含まれる有害化学物質による水環境の汚染とその影響の把握は、生物多様性と食の安

全性という点で国際的にも重要視されている課題である。こうした広域的かつ新たな環境汚

染物質の出現により、水質汚染は複合的な汚染現象へと変化している。また、人間活動の多

様化や生産活動の高度化等に伴い、水域環境へのインパクトも変貌しつつある。気候変動へ

の対応や生態系の保全、国際連携等の様々な取り組みとも関連した、現状の把握と対策が求

められている。 

 

［動向（歴史）］ 

水質に関する初期の取り組みとして公衆衛生があげられる。1890 年に明治政府はコレラな

どの伝染病対策の一環として水道条例を制定し、1900 年に下水道法を制定した。戦後の復興

とともに、産業活動により排出された重金属による公害が問題となった。こうした問題に対

処するため、1967 年に公害対策基本法が制定され、1970 年の公害国会で可決成立した水質

汚濁防止法に基づき、排水基準が定められ、水環境保全施策が進められた。また、生活排水

対策として、下水道や浄化槽の普及が進められた。現在では河川水質は代表的河川汚濁指標

である生物化学的酸素要求量（BOD：Biochemical oxygen demand）で見る限りは、1960

年以前の工業化や都市化が進む前の状況にまで、大きく回復した。 

富栄養化が懸念される湖沼では窒素規制およびリン規制が実施され、さらに湖沼水質保全

特別措置法によって水質改善が図られた。しかし、湖沼や閉鎖海域には現在も貧酸素水塊が

広がる場所があり、また、異常に増殖するシアノバクテリアによって臭気物質や毒素が産生

される問題がある。 

有機物、溶存酸素、重金属や窒素・リンなどは古典的な汚染物質ということができるが、
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様々な化学物質による汚染が社会問題となってきた。PCBs や DDTs、ダイオキシン類、有

機スズ化合物、内分泌かく乱物質、近年では臭素系難燃剤、有機フッ素化合物、医薬品およ

び日用品等由来化学物質（PPCPs）、ナノ物質などがあげられる。最近は、微小なプラスチ

ック粒子であるマイクロプラスチックによる海洋汚染、ヒ素などの自然由来物質による飲料

水汚染も国際的に関心が高まっている（自然由来物質による地下水汚染は「土壌・地下水汚

染」領域で扱う）。こうした物質群の処理の面からの技術開発が進められると同時に、これら

の物質の分析技術の開発、環境動態や毒性の把握の努力が続けられている。さらにはこうし

た物質の特性をマーカーとして利用した排出源特定の技術も開発されている。 

水質汚濁を測定するための機器については、ガスクロマトグラフ /高分解能質量分析計

（GC/HRMS）などがダイオキシンなどの分析に用いられ、医薬品などの測定には、高速液体

クロマトグラフ/タンデム質量分析（LC/MS/MS）などの技術が汎用されるようになった。ま

た、従来指標の分析においても、例えば、溶存酸素計が従来の隔膜式に加えて、光学式が開

発されるなど、より安定的に測定できる方法が開発されてきており、現場測定においても、

水質を常時モニターし、データを蓄積あるいは携帯電話回線で送信する機器が開発されてき

た。人工衛星からの光合成速度の推定などを行うリモートセンシング技術も進展した。 

水質を原位置で浄化する技術として、水生植物の定着による水質浄化や、曝気による貧酸

素水塊の解消技術などが開発、実証されてきた。また、水質変化と流体モデルを組み合わせ

た生態系モデルがさまざまな水圏に適用され、水質汚濁のメカニズムの解明や対策効果の推

定に用いられてきた。 

汚水と雨水を同一の管で排除する合流式下水道によって日本の大都市の下水道は整備され

てきたが、処理場で処理できる下水量には限度があるため、雨天時に未処理のまま下水が水

域へ放流される越流水問題（CSO：Combined Sewer Overflow）があり、病原微生物リスク

などが懸念され、その実態の把握や評価が課題とされている。 

2010 年以降世界的に問題となっているマイクロプラスチックに関しては、1972 年に海洋

のプラスチック汚染の報告が 1)、1973 年に生物によるプラスチックの取込が 2)初めて報告さ

れた。その後、先駆的な研究者により継続して報告されてきたが 3)-9)、20 世紀後半の研究は

まだ限定的なものであった。21 世紀に入り、海洋プラスチックが有害化学物質の海洋生態系

での運び屋になることが明らかになってきた点 10)-13)、微細なプラスチックが海洋表層水中を

漂い外洋の環流（Gyre）に集積し（いわゆるプラスチックスープの海）14)、さらには生態系

に侵入する可能性が示された 15)16)点の 2 つの面で新たな展開を迎えた 17)。この頃から関連の

研究者の関心が高くなり、2009 年以降このテーマの論文は年間 5 報以上出るようになり、論

文数は急激に増加している。欧米の政策立案者もマイクロプラスチックには大きな関心を寄

せはじめ、2010 年 7 月にパリで UNESCO-IOC（ユネスコ政府間海洋学委員会）の主催で国

際ワークショップが開催され、結果が国連の海洋環境保護の科学的事項に関する専門家会合

グループ（GESAMP）のレポートとして出版された 18)。GESAMP は第 1 次のアセスメン

ト 19)を 2015 年に報告し、第二次のアセスメントも本年報告予定である。 

海洋環境中で観測されるマイクロプラスチックの起源は一次マイクロプラスチックと二次

マイクロプラスチックに大別される。一次マイクロプラスチックは、もともと 5mm 以下の

粒子状に製造されたプラスチック粒で、レジンペレット、また、洗顔料、化粧品、などに含

まれるマイクロビーズ（プラスチック製スクラブ；主にポリエチレン製）も含まれる。使用



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

163 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

環
境
汚
染
・
健
康
区
分 

後のマイクロビーズは家庭排水として下水処理場へ運ばれるが、下水処理場での観測から一

次処理と二次処理を経ることにより 99％以上除去されることが報告されている 20)21)。しかし、

合流式の下水処理区では雨天時に家庭排水が下水処理場へ運ばれず雨水とともに放流され海

へ運ばれると考えられるが 22)、雨天時越流下水自体の実態把握が遅れており、公共用水域へ

放出されるマイクロビーズの量は定量的に把握されてない。 

二次マイクロプラスチックは、使用後に海洋へ流入したプラスチック製品が紫外線、熱、

風波などの物理的な力により破砕、細片化したものである。破片となっている製品の特定、

破片化速度など定量的な事項はほとんどわかっておらず、破片と製品を結びつける化学的ア

プローチの開発が求められている。また、合成繊維の服を洗濯した時に発生するポリエステ

ルやアクリルの繊維も含まれ 23)、化学繊維の寄与の特定も意識する必要がある。 

マイクロプラスチックの生物への影響に関しては 3 つの側面から考えられている。プラス

チック自体が物理的異物であることによる影響、酸化防止剤や難燃剤などの添加剤の影響、

プラスチックに吸着した化学物質による影響である。物理的な影響について、大型生物では

摂食したプラスチックの物理的な作用により生理学的な影響が観測されている 24)。マイクロ

プラスチックの曝露による牡蠣の再生産能力の低下 25)、淡水魚の卵の孵化率の低下 26)、ワム

シの抗酸化酵素の誘導 27)などが報告されている。ナノサイズ（20nm）のプラスチックが細

胞膜を通過して、生物組織へダメージを与えることも、室内実験のレベルであるが示唆され

ている 28)。マイクロプラスチックの生物影響の室内実験結果の解釈の際には、プラスチック

自体の粒子毒性とともに、添加剤やプラスチックを構成するモノマーやオリゴマーによる影

響も考える必要がある。吸着している化学物質については室内実験で、化学物質を吸着させ

たマイクロプラスチックを魚やゴカイ 29)30)に曝露すると、肝機能障害や腫瘍の生成などの影

響がでることが報告されている（影響が観測されている室内実験におけるプラスチックチッ

クの暴露量は環境中よりもかなり（一桁以上）多い量である 31)）。 

日本最大の水質汚濁に関する学会である水環境学会について、2016 年 3 月に開催された年

会での水質汚濁に関連する研究発表を分析すると 32)、溶存酸素や栄養塩などの古典的な汚染

物質についての研究例は依然として多い。底層溶存酸素濃度が環境基準として新規に設定さ

れたり、従来の除去を中心とした栄養塩管理から漁業振興のための栄養塩管理へ環境管理手

法が変更されつつあるなど、古典的でありながら常に新しい話題がある。地域再生に関連し

た課題に関する研究も多くみられる。その他、農薬、医薬品および日用品等由来化学物質

（PPCPs）、1,4-ジオキサンのような産業関連の物質、ビスフェノール A などのプラスチック

からの溶出物、地下水を中心とした塩素系揮発性有機化学物質、多環芳香族炭化水素（PAH：

Polycyclic Aromatic Hydrocarbon）、ダイオキシン類などが研究対象物質である。こうした

個別の有機化合物による水質汚濁問題に対して、分解生成物や分析法、環境中での挙動、地

域の汚染状況を報告などの研究が行われている。重金属については自然由来のひ素やマンガ

ンなども含めて相当数の研究がある。2011 年の原子力発電所の事故以来、放射性物質（主と

してセシウム）に関する研究も多い。また、分析法や固相抽出などの分析前処理法にかかわ

る研究もなされている。水環境における微生物に関連した研究はほとんどが大腸菌、腸球菌、

腸管系ウイルスなど衛生指標に関するものであり、糞便指標としての有効性やウイルスの回

収方法などの研究が見られる。また、バイオテクノロジーや高分解能質量分析器を用いた特

定微生物の検出法についての発表や、貯水池の水環境に関連したシアノバクテリア関連の研
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究も多く、臭気物質や毒素の産生の研究報告が多い。水生植物、水生昆虫や魚介類について

の生態学的研究も多い。日本では、排水の毒性の管理手法として、ミジンコ、メダカ、緑藻

の生物応答を用いた排水試験方法の導入を環境省が目指しており、それに関連した研究がか

なりの数見られる。 

世界最大の水環境に関する学会である国際水協会（IWA）が 2 年に一度開催する World 

Water Congress and Exhibition における水質汚濁に関する発表テーマを見ると、2014 年会

議でのセッション（口頭発表としておおむね 4 件以上ある話題）では、気候変動による水質

への影響、湖沼や貯水池の水質管理、沿岸環境や井戸の塩水化、微生物のモニタリング手法、

健康関連微生物指標、地下水汚染、環境中医薬品、マイクロプラスチック、シアノバクテリ

ア、ナノ粒子である 33)。2016 年会議では、病原性微生物、湖沼の汚染解析とシアノバクテ

リア、地下貯留や人工湿地による下水処理水再利用、医薬品などの微量物質、流域管理と気

候変動対応であった 34)。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• ダイオキシン類や臭素系難燃剤など GC/HRMS（ガスクロマトグラフ/高分解能質量分析）

を用いた分析技術に加えて、LC/MS/MS（液体クロマトグラフ/タンデム質量分析）による

環境汚染物質の分析技術の環境分析への適用例が大幅に増加した。このことにより、医薬

品、洗剤、有機フッ素化合物（PFOS、 PFOA など）などを環境中に存在する低濃度まで

LC/MS/MS によって分析することが可能になり、研究室や各種検査機関でルーチンで行う

ことのできる分析法として定着した。こうした微量物質の分析技術を適用し、様々な新興

汚染物質の挙動研究がこれからも行われると考えられる。 

• 環境中の遺伝子を混合状態のまま解析できるメタゲノム解析に基づいた環境解析技術が進

展し、環境分野への適用例が増加するものと考えられる。バイオテクノロジーに加えて、

ナノテクノロジー、質量分析技術を用いた病原微生物同定の新技術も進展している。硝化

細菌など特定の機能をもつ細菌に注目し、属レベルで新しい微生物の発見や未知の代謝様

式をもつ微生物が発見される可能性もある。 

• 水質汚濁の現場計測では、光学式溶存酸素計など、より信頼性の高い測定技術が普及し、

また、連続計測器のデータを携帯電話回線で転送するなど、情報関連技術と融合した計測

手法も広範囲の現場調査に使用されるようになってきている。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs）による汚染にスポットライトを当てたのは、

EU による POSEIDON プログラム（2001-2004）が最初である 35)。POSEIDON プログ

ラムの後継プログラムのひとつとして、European Research Council は、Designing new 

technical wastewater treatment solutions targeted for organic micropollutant biodeg-

radation, by understanding enzymatic pathways and assessing detoxification

（ATHENE）という研究課題に対して 350 万ユーロ（2011-2017）を助成している 36)。EU

は環境中の医薬品問題に対して、問題の発見、現場調査、処理実態の解明の時期から、対
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処技術の開発といった応用面や生物分解メカニズムの解明といった基礎科学の面まで、医

薬品の環境影響について総合的、かつ、継続的に支援している。 

• EU の Solutions は、ヨーロッパ、ブラジル、中国およびオーストラリアから 39 機関が参

加するプロジェクトである。河川における有害化学物質を現在の科学技術を結集して評価

し直すために、化学分析から影響分析にわたる広範な領域をカバーしている。ライン川や

ドナウ川流域の生態系と人の健康における化学物質リスクの問題解決のための総合的な取

り組みとして 2013 年より（5 年計画）開始された 37)。 

• 北欧を中心とする MARS プロジェクトは、16 の河川流域のケーススタディによって各流

域における生態系の状態と化学物質およびその他の抑圧因子の解明を目指している 38)。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、Human and Ecological Health Impacts Associated with Water 

Reuse and Conservation Practices と題したプログラムで下水処理水などの再利用による

健康や生態系影響の研究（2015-2018）に総額 330 万ドルを助成しており、医薬品などを

含めた新興汚染物質の処理水灌漑植物への移行を調べるプログラムもその中に含まれてい

る 39)。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、先端的な課題だけでなく、水に関する総合的な課題や気候変

動などの目的に対応した水管理について研究助成をしている。例えば、気候変動による水

資源問題について、Systems-Based Strategies to Improve The Nation’s Ability to Plan 

And Respond to Water Scarcity and Drought Due to Climate Change プログラムの中で

飲料水の水質、湖沼の水質・生態系などに 2015-2018 に総額 510 万ドルを研究助成してい

る 39)。また、栄養塩の管理についての総合的研究拠点形成として Centers for Water Re-

search on National Priorities Related to a Systems View of Nutrient Management と題

して、880 万ドルを支出している（2013-2017） 39)。 

• ドイツ連邦教育研究省（BMBF）の提唱による欧州レベルの研究プログラム「海洋環境に

おけるマイクロプラスチック」が、欧州の共同研究イニシアチブ Healthy and Productive 

Seas and Oceans（JPI OCEANS）の枠組みの中で行われる。公募の合計助成額は 2018

年までで 700 万ユーロ強となる。マイクロプラスチックの分析および測定方法に関する統

一的標準に関する作業をドイツのアルフレド・ヴェーゲナー研究所ヘルムホルツ極地海洋

研究センターが統括し、ヘルムホルツ環境研究センターがプラスチック廃棄物の分散経路、

分解および有毒性等に関する研究を統括する。その他の海洋生物および生態系に対するマ

イクロプラスチックの環境毒性学的影響に関するテーマについてはスペインとノルウェー

が主導する。4 件の研究アライアンスで合計 51 の欧州の研究所が関与し、2015 年末に作

業を開始する予定である 40)。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 閉鎖性水域での栄養塩の管理などの問題は、古くから知られた問題だが、多方面からのア

プローチが継続的に必要な課題である。例えば、従来は栄養塩の除去のみを目指していた

が、現在では、漁業の振興の観点から、季節によっては栄養塩を積極的に水域に排出した

方がよいという考え方も支持されはじめており 41)、水環境の分野に加えて、水産漁業、政
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策、水の流動シミュレーション、生態系モデルなど、多方面の研究者が共同で特定の地域

の栄養塩管理の事例研究に取り組む意義は依然として大きい。 

• マイクロプラスチックに関しては、微細マイクロプラスチックの定量法と生物影響があげ

られる。まず、海洋へ流入するプラスチックとその行方の定量的把握は極めて不十分ある。

その背景には、通常の計測下限である 300µm 以下のマイクロプラスチック、ナノプラス

チックの計測法が確立されていないことがある。ここがブレークスルーされると物質収

支・動態的な理解が飛躍的に進む。生物影響については、対象生物、発現する影響の多様

性に対して、この問題にとり組んでいる化学、生物、毒性学の研究者が圧倒的に少なく、

マイクロプラスチックとそこに含まれている化学物質による生物影響の解明が遅れている。 

• 欧州は基礎研究によって新しい問題を発見し、それに基づき EU 内で販売する商品に環境

配慮を要求し、環境規制を先導してきた。世界的に問題が認知された場合、その問題を先

行して研究対象としていたアドバンテージは極めて大きく、日本は欧米の後追い研究とな

っている点は否めない。 

• 水質現象のなかには、化学工場や原子力発電所の事故、タンカーや製油所からの油の流出、

2012 年の利根川でのホルムアルデヒドによる取水停止など、突発的な事故で問題が露見す

ることがある。欧州においても、米国においても、石油採掘や石油輸送事故による油汚染

は重要な水質汚濁研究テーマであり 34)、研究助成も行われている。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• バイオテクノロジーやナノテクノロジーを用いた汚染物質や病原微生物の測定方法の開発

が求められる。ナノテクノロジーを用いたデバイス、メタゲノム解析や質量分析による微

生物同定など、分析機器の性能向上によりこれまでにない検出手法が一般化していく可能

性が高く、こうした高度分析機器を用いた環境測定技術の開発を進める意義は大きい。ま

た、検査培地や検査機器、分析前処理のための消耗品などの形で産業の新興につながる。 

• 特定の閉鎖性水域での栄養塩の管理、貧酸素水塊などの問題を解決する事例研究が求めら

れる。学問的に新味はないものではあるが、先端的な課題が水環境で重要な問題とは限ら

ない。地域の環境を理解し再生することを、水環境、水理シミュレーション、水産漁業、

環境政策などの多面的観点から研究するプロジェクトに対して、欧米諸国も継続的に支援

している 39)42)。 

 マイクロプラスチックに関しては、1）マイクロプラスチックとそこに含まれる化学物質に

よる生物影響の多角的な解明や、2）破片化、微細化したマイクロプラスチックの起源とな

っている製品の推定・特定を行うための化学的手法の開発が求められる。さらに、3）ある

特定の水域・流域について、プラスチック廃棄物量、水域への流入量、破片化・細片化速

度、堆積速度などを実測・推定し、プラスチック廃棄物のマスバランスを求める研究も対

策上重要な課題である。2）の化学的手法とマスバランス的手法の組み合わせが有効である。

また、4）マイクロプラスチックが海底堆積物中に蓄積しているレガシー汚染物質（PCBs

のように過去に使用・放出された化学物質で都市沿岸堆積物に蓄積されているもの）の水

中への再懸濁・再輸送、分配、拡散に寄与しているのではないかという視点がこれまでの

評価で見落とされている。より広い生態系影響という視点でこのプロセスを学際的に評価

することが要請される。最後に 5）プラスチック汚染の進行速度の解明があげられる。マ
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イクロプラスチックの測定が近年始まったため経時的な測定データは海水中に関しては存

在しない。それに代わるものとして、柱状堆積物を用いた汚染史の復元手法が適用できる

可能性がある 43)。 

 

 

（５）政策的課題 

• 水域における栄養塩の管理や貧酸素水塊の問題に関しては、水環境の研究者にモデルシミ

ュレーション、水産漁業、農業畜産業、環境政策などの分野が連携し、研究を推進する環

境の整備が求められる。また、うなぎの生育できる水環境の創成といった目的先行型研究

も望まれる。先端的な科学技術ではない分野であっても、長期的なモニタリングの継続が

新たな実用的知見の蓄積に寄与するため、長期的モニタリングを可能とする資金や人材、

観測基盤やデータベースの整備が求められる。 

• 特定微生物や特定汚染物質の検出、検査機器、消耗品などは国際的に標準法として認めら

れれば、産業的な意義の大きい分野であり、新規検出法や標準的な検査方法に関して、日

本が国際的に主導権を確保するための研究が求められる。 

• これまでの理化学指標に加えて、臭気、透明度などの感覚指標が今後、水環境の評価には

重要となる可能性がある。「沿岸透明度」の目標設定には、水生植物の保全の観点と親水

利用の場の保全が掲げられ、それぞれ対象水域での水生生物種とその生育環境、水域の利

水状況と地域住民のニーズ等に配慮した設定が望ましいとしている 44)。科学的評価として

常にその基準の信頼性を担保するためのモニタリングが求められる。 

• マイクロプラスチックに関しては、化粧品等に配合されているマイクロビーズなどの一次

マイクロプラスチック、並びに環境中で劣化しやすいプラスチック製品や化学繊維に対し

て予防原則的な観点から規制を行うことが世界的に進んできており、日本でも予防原則的

な対応が求められる。また、欧米を中心にプラスチック廃棄物対策との組み合わせでマイ

クロプラスチック対策が進められている。発生源特定により対策への貢献が可能になる。

石油ベースのプラスチックの消費量自体を抑える対策やバイオマスベースの素材の開発と

積極的な利用が望まれる。 

• 健康関連では、国際的な取り組みに対して、応分の貢献を日本が進めることが望まれる。

例えば、WHO の薬剤耐性菌の制御の取り組みに対して、医療、農業畜産業、環境を横断

する総合的研究推進体制の構築が望まれる。 

 

 

（６）キーワード 

栄養塩管理、溶存酸素、重金属、窒素、リン、PCBs、DDTs、ダイオキシン類、有機フッ素

化合物、医薬品および日用品等由来化学物質（PPCPs）、添加剤、マイクロ粒子、マイクロ

プラスチック、ナノ粒子、粒子毒性、病原微生物、薬剤耐性菌、低濃度分析、レガシー汚染 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

 Water Research 論文掲載件数はこの 5 年間現状維持の状態である。生
物応答を用いた水質評価技術などの研究が環境省の政策動向に関連し
増加しているが、欧米の後追い研究である点は否めない。 

 マイクロプラスチック中の化学物質の測定やデータベースの構築とい
う点では世界をリードしている。生物影響の研究も海鳥については世界
的な水準であり、世界をリードする成果を上げてきている。海水中のマ
イクロプラスチック量の測定としては西部太平洋の汚染状況をはじめ
て明らかにしてきた。しかし、生物影響の研究者を中心に、全体に研究
者層が薄く、研究が頭打ちになる可能性がある。 

応用研究・
開発 

○ ↘ 

 地方大学や地方自治体の研究所の弱体化に伴い、地域の水環境問題への
総合的アプローチが弱体化している。 

 マイクロプラスチックに関して、環境省が東アジアや東南アジアも巻き
込んだ研究プロジェクトを開始した。民間部門や自治体等での研究開発
の動きが出てきた。欧州に比べると遅れている。 

米国 

基礎研究 ○ ↘ 

 病原性微生物や微量物質の分析法などで優位に研究が進められている。
論文数からは、依然として研究大国であるが、Water Research 掲載論
文数は徐々に減少している。 

 マイクロプラスチックに関して、多くの分野の研究者が参画し、研究を
進めている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 天然ガスや石油採掘に伴う水環境汚染、地域の富栄養化問題への総合的
対応、気候変動への水環境面からの対応など、目的を気候変動や資源採
掘、地域環境の保全においた研究が行われている。 

 海洋大気局（NOAA）、環境保護庁（EPA）、州の研究機関、NGO が
プラスチック汚染低減のための研究を進めている。 

欧州 

基礎研究 ◎ → 

 医薬品・日用品による水環境汚染など問題自体の発掘に積極的に関与し
てきた。農薬や硝化反応阻害物質、アナモックス細菌などの研究も盛ん
である。ナノテクノロジーを用いた病原微生物同定に関する研究を EU
が後押ししている。Water Research 論文掲載数は増加傾向。 

 マイクロプラスチックに関して、多くの分野の研究者が参画し、研究を
進めている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 環境ラベルによる環境性能主張などの制度を用いて、新興汚染物質への
規制を実施し貿易管理に利用している。気候変動への対応、漁業資源や
生態系の保全などを目的とした水環境研究も盛んである。 

 各国の研究機関、政府、NGO がプラスチック汚染低減のための研究を
進めている。 

中国 

基礎研究 △ ↗ 

 様々な環境分野の研究に後追いで参加しているため、論文数は多いがイ
ンパクトの高い研究は少ない。 

 中国科学院、中国環境研究科学院がマイクロプラスチックを重点課題と
位置づけ、いくつかの研究室で研究が開始された。日本の大学との共同
研究も開始されようとしている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

 水環境の調査事例など旧来からの水環境研究の分野だけでなく、新興汚
染物質に関連した比較的新しい分野の研究まで、発表論文数で日本はも
ちろん、米国よりも多くなっている。 

 中国のマイクロプラスチック研究で使われている手法は基本的に他国
でこれまで使われてきた手法である。 

韓国 

基礎研究 △ ↘ 

 水環境に関する基礎研究は論文掲載数などで見る限り、低下している。
薬剤耐性菌の検討など、分野を限ると、ある程度の研究蓄積が見られる。 

 韓国政府がマイクロプラスチックを重点課題と位置づけ韓国海洋科学
技術院（KIOST）を中心に研究を推進している。これまでも、世界の
マイクロプラスチック研究に貢献している。 

応用研究・
開発 

△ → 
 水ビジネスへの参画が見られ、雨水利用による水資源の獲得などの分野
で研究が行われている。 

 NGO と連携しプラスチック汚染低減のための対策を進めている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
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（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.３ 土壌・地下水汚染 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

土壌・地下水汚染は、人為（人間活動）由来または自然由来の汚染物質などが、土壌さら

には地下水を汚染し、健康被害や環境影響などをもたらす事象である。ここでは、土壌・地

下水における汚染物質の観測・計測と予測・評価、ならびに浄化・修復技術に関する様々な

技術およびシステムを対象とする。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

土壌汚染物質には、多くの重金属のように比較的水に溶けにくく土壌に吸着しやすい物質

もあれば、揮発性有機化合物（VOC）のように比重が水より重く帯水層に深く浸透して土

壌や地下水に残留する物質もあり、地下水の流れに沿って汚染が広域化してしまうことが

ある 1)。よって、本領域では土壌汚染とそれに伴う地下水汚染の両者を扱う。 

土壌・地下水汚染の調査や対策には、すでに多くの調査技術や修復浄化技術が開発され、

実際に利用されている。しかし、掘削除去（汚染土壌を掘削してオンサイトあるいはオフサ

イトで浄化処理や埋立処分する方法）による対応では費用負担が大きいこと、また一般に土

壌・地下水汚染の調査や対策には多くの時間とエネルギーを要するなどの課題がある。そこ

で、様々な手法で、特に原位置での処理を目指した新技術の開発や環境負荷低減を目指した

グリーンレメディエーションが、大学や企業ともに行われている。 

自然由来の重金属等による土壌や地下水の汚染も国内外で課題となっている。また、2011

年の東日本大震災で発生した福島第一原子力発電所事故に伴う放射性セシウムによる汚染土

壌への対応など、現行法の枠組みでは捉えられない新たな土壌環境問題が発生し、解決が求

められている 2) 。 

 

［動向（歴史）］ 

日本の土壌汚染の歴史は、1870 年代後半の渡良瀬川流域の銅汚染をはじめとする、鉱山廃

水を原因とする農用地の汚染に始まった。1970 年代からは東京都江東区の鉱さい埋立跡地の

六価クロム汚染など都市部の土壌汚染がクローズアップされ、1991 年には重金属等 10 項目

について土壌環境基準が設定され、その後対象が拡大されていった。1997 年には 23 項目を

対象とした地下水の環境基準が設定され、2001 年にふっ素およびほう素が土壌環境基準項目

に追加された 2) 。 

1990 年の土壌環境基準の施行以降は、基準値を超過する事例が多く見られた。また、典型

七公害の中で土壌汚染のみに法規制が無かった 3)。そこで、土壌汚染による人の健康への影

響の懸念および対策の確立に対する社会的要請が強まり、それに応えるものとして土壌汚染

対策法が 2002 年に成立、2003 年に施行された。土壌汚染対策法は 2010 年に改正され、自

然由来の重金属等含有土が規制対象とされるなどの大きな変更があった 2) 。 

こうした社会的動向を受け、環境庁は 1993 年度から 5 カ年計画で「地下水汚染対策調査」

と「土壌汚染浄化新技術確立・実証調査」を実施した（1994 年以降「土壌・地下水汚染対策



研究開発の俯瞰報告書 

環境分野（2017年） 

 

 

 
CRDS-FY2016-FR-03 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

173 

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域 

環
境
汚
染
・
健
康
区
分 

事例等調査」）。民間が開発提案した新技術について、ラボスケール試験や実際のフィールド

で実証試験を実施するもので、サンプリング、分析、原位置封じ込め、原位置浄化技術、原

位置抽出分離および分解技術、掘削除去後の分離・分解技術について、32 の新技術が提案さ

れた。その後 1999 年まで継続され、これらの技術の中には現在も有効な対策技術として利

用されている嫌気性微生物による原位置 TCE（トリクロロエチレン）分解技術（バイオレメ

ディエーション）や鉄粉による TCE 分解技術が含まれる。 

1990 年代後半、ダイオキシン類による土壌汚染が社会問題となると、2000 年度以降、環

境省はダイオキシン類汚染土壌浄化技術等調査などで技術開発を実施した。実際のダイオキ

シン類汚染土壌に適用された商業用分解技術は、ジオメルト法（ガラス固化）、TPS（間接加

熱による熱脱着）とジオメルト法の組み合わせ、ジオスチーム工法（間接熱脱着＋水蒸気分

解法）、減圧還元間接加熱分解法 （ダイオ・スイーパー）、パイル方式加熱脱着・分解による

ダイオキシン類汚染土壌浄化技術である。これらの技術は確立されたと言ってもよいが、国

内で継続して商業運転しているダイオキシン類分解施設は現時点では存在しない。代わって、

850℃以上の燃焼温度としたロータリキルン炉によるダイオキシン類分解と排ガスの二次燃

焼炉（850℃で 2 秒間以上の滞留時間）での分解とその排ガス処理設備からなる焼却施設が

稼働している。 

2002 年度以降は、土壌・地下水を対象として、簡易で低コスト・低負荷型の土壌汚染調査

手法や対策技術を実用化して普及させることを目的に、低コスト・低負荷型土壌汚染調査対

策技術検討調査を実施している。 

2011 年の福島第一原子力発電所事故の発生後は、放射性物質の除染・減容化に関する様々

な取り組みがなされている。内閣府では、平成 23 年度の科学技術戦略推進費において「放

射性物質による環境影響への対策基盤の確立」を実施し、放射性物質の分布状況等に関する

調査研究および農地土壌等における放射性物質除去技術の開発を行った。また、同年度には

「除染モデル実証事業」を日本原子力研究開発機構（JAEA）に委託して実施した。除染や廃

炉に関連したセシウムやストロンチウム等の放射性物質を対象とする技術開発の件数が増加

しており、放射性物質の挙動の把握 4)5)や、放射線遮蔽技術、吸着・洗浄に関する技術開発が

多い 6)。 

比較的低濃度で広く分布している自然由来重金属等による土壌環境への負荷の軽減も重要

な環境課題となっている。日本では、砒素、鉛、カドミウムなどのバックグラウンドでの濃

度が比較的多いとされ、また平均的な曝露量も欧米と比べて高くなっている。最近では、リ

ニア新幹線の建設工事などのトンネル工事に伴う土砂や岩石に含まれる重金属等の問題がク

ローズアップされ、その適切な対策と管理が求められている。これらは、従来のように人為

的な高濃度の汚染ではないため、低コストかつ周辺環境に配慮した環境対策を実現すること

が重要である。そのため、土砂から重金属等の溶出を低減する技術、吸着マットなどによる

重金属等の除去技術などが活発に研究開発されている。 

従来の土壌汚染に対する要素技術としては、生物を用いた浄化・修復技術であるバイオレ

メディエーションや植物を用いるファイトレメディエーション等の生物的処理 7)、固化・不

溶化処理 8)に関する研究が盛んであるが、処理技術は、処理を行う場所に違いから掘削除去

と原位置浄化に分けられ、特に原位置での浄化が目指した技術開発が進められている。原位

置浄化技術のうち化学的処理としては、フェントン法や鉄粉を用いた還元処理法、薬剤によ
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る吸着処理および透過性浄化壁を用いた化学処理などがあげられる。いずれも、土壌汚染お

よび土壌から溶出した重金属、揮発性有機化合物（VOC）および鉱物油、さらには地下水の

汚染に適用される。国内外ともに適用事例は多くあり、特にフェントン法と鉄粉法の適用範

囲は広い。新規の技術開発としては、マグネシウム化合物を用いた砒素やセレンの化学形態

の変換や吸着処理、プラズマを用いた VOC の分解処理などが考案され、実用化されている。

物理的処理としては、土壌洗浄やスパージングによる重金属や VOC の浄化・修復が行われ

ている。土壌洗浄では、土壌粒径により汚染物質の存在割合が大きく異なることから、分級

処理と選別処理のプロセスが重要となっている。スパージングは主に地下水汚染に適用され、

空気や蒸気、さらには反応性のガスなどを利用した種々のスパージング技術が開発され、土

壌汚染現場で実践されている。最近では、マイクロバブルの長期にわたる機能性や選択性を

用いた効率的な洗浄やスパージング技術も研究開発されている。 

微生物や植物を利用して土壌や地下水の汚染を修復するバイオレメディエーションは、

1970 年代に米国で石油の分解に微生物を利用したのが始まりである。バイオレメディエーシ

ョンは、汚染土壌にもともと生育している微生物に水、酸素、栄養物質を供給して汚染物質

の分解を促進させる方法（バイオスティミュレーション）と、汚染物質の分解菌を新たに導

入する方法（バイオオーグメンテーション）の 2 種類に大別される。処理に時間がかかるが、

温和な条件のもと低コストで汚染を処理できるメリットがある。しかし、バイオオーグメン

テーションは社会受容性の確保が必要となり、遺伝子組換え改良菌を利用する場合は一定の

規制がかかる。日本では、環境省と経済産業省の共管として、バイオレメディエーション指

針が運用されている。現在、主に、ガソリン等の燃料油やその成分であるベンゼン、トルエ

ン、その他の石油系炭化水素、トリクロロエチレン等の炭化水素系溶剤などの浄化に実用化

されている。このほか、ダイオキシンや塩素系の残留農薬などへの応用研究も活発に行われ

ている 9)10)。 

地下水汚染に注目すると、1997 年の環境基本法により 23 項目について環境基準が制定さ

れ、その後、項目の追加や基準値の変更が行われてきた。1990 年代は揮発性有機化合物を対

象とした地下水汚染対策が始められたが、当初は土壌ガス吸引法と地下水揚水処理の組合せ

がほとんどであった。2000 年代からバイオレメディエーションが一般的に行われるようにな

り、帯水層中に生息している Dehalococcoides 族細菌を活性化させるバイオスティミュレー

ション技術の適用事例が増えている。1990 年頃からは、汚染拡散防止対策として自然の地下

水の流れを妨げることなく地下水中の汚染物質を浄化・安定化する透過性地下水浄化壁も用

いられている。米国では 1990 年代半ばより科学的自然減衰（MNA：Monitored Natural 

Attenuation）が地下水汚染対策に取り入れられており、日本でもリスク評価に基づく対策

が今後取り入れられる可能性がある。硝酸性窒素は、地下水環境基準の超過率が最も高く、

地下水汚染への対応が大きな課題となっている。長期的に硝酸性窒素を低減するためには、

土壌浸透水や地下水の脱窒処理を含めた浄化技術が必要と考えられ、2000 年代に入り透過性

浄化壁などの技術開発が行われている。硝酸性窒素による地下水汚染では、窒素安定同位体

組成（δ15N）を指標として窒素の起源が化学肥料由来か動植物由来であるかの推定が行われ

ている 2) 。 

土壌・地下水汚染対策では、上記の技術開発に加えて、健康リスクに応じた合理的なリス

クマネジメントが求められる。土壌汚染による健康リスクを科学的に評価するためのモデル
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開発が行われている。例えば、（社）土壌環境センターのサイト環境リスク評価モデル

（SERAM）や、産業技術総合研究所の地圏環境リスク評価システム（GERAS）がある。ま

た、重金属類の含有量や溶出量、形態などの情報を地理情報システム（GIS）上で統合化し

活用するための環境情報システムである地圏環境インフォマティクスシステム（GENIUS）

が東北大学、産業技術総合研究所、DOWA ホールディングス（株）により開発されている 11)。 

リスク評価モデルの活用事例として、汚染地から離れたオフサイトでの土壌汚染のリスク

マネジメント、汚染物質の地下水に沿った移動距離の推定、さらには各種の浄化技術の有効

性や残存リスクの将来的な予測など、多岐にわたっている。最近では、建設発生土のリスク

評価や土地利用用途に応じた浄化目標の設定などの環境政策にも活用されている。今後、法

制度の中にリスク評価の枠組みを導入することにより、リスク低減とコスト軽減を同時に達

成する合理的なサステイナブルレメディエーション（下記）を達成する基礎となることが期

待される。 

様々な個別の浄化技術が開発、適用されてきたが、対策の意思決定に関わるアプローチ手

法は、時代とともに変化してきた。具体的には、対策費用や浄化期間等に基づき、どの技術

を用いて基準値以下に低減するか選択するコストベースアプローチが当初は主流であったが、

その後浄化目標を汚染サイトや汚染土壌の利用形態に基づくリスクで評価するリスクベース

アプローチが採用されるようになった。近年では、環境面だけでなく経済面や社会面を考慮

したサステイナブルレメディエーションといわれる考え方も取り入れられつつあり、サステ

イナブルアプローチとして土壌汚染対策の多様化につながっている 12)。 

土壌・地下水汚染の社会情勢と技術の経緯を地盤工学会が図 3-4 の通りまとめている。 

  

図 3-4 地下水地盤環境における社会情勢と技術の経緯 

（出典：地盤工学会 2)） 
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（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• 新規対象物質 

1,4-ジオキサンや塩化ビニルモノマーといった、新たに土壌環境基準が設定された項目

について、従来技術の適用性と併せて技術開発が進められている 13)14)。このような新規物

質の中には発ガン性が懸念されるものもあり、早急な環境汚染対策の実現が望まれる。こ

れらの物質は、産業活動の人為由来によるもののほか、自然界の反応プロセスで副生成物

として生じるものもあり、そのメカニズムの解明も重要な課題である。また、1,4-ジオキ

サンや塩化ビニルモノマーは、それらの分配特性や環境中の挙動にも不明な点が多く、環

境動態を考慮した簡易調査法の開発やシミュレーション技術の確立が求められている。 

• 調査・評価技術 

室内試験については、主流のバッチ溶出試験に加え、より実現象を再現しうるカラム通

水試験の適用事例が、国際標準化（ISO）への取り組みも相まって増えている 15)。自然由

来汚染についての研究も多く、存在形態や存在範囲、溶出メカニズムの解明、基準超過情

報のデータベース化等の基礎的研究が数多くなされている 16)。 

• 対策技術 

土壌環境基準のみを考慮して画一的に浄化目標を定めるのではなく、リスク評価やサス

テイナブルレメディエーションのように複数の指標から目標を設定するためのモデル化や

フレームワークの確立に向けた検討も多く行われている 17)18)。 

サステイナブルレメディエーション（SR: Sustainable Remediation）とは、土壌汚染対

策において、リスクやコストだけでなく、外部環境負荷（環境面）を低減しつつ、 社会面、

経済面を含めた浄化の意思決定を推進する考え方であり、 技術ベース思考、リスクベース

思考と進んできた土壌汚染対策において、 さらに広範な概念として持続可能性（環境・社

会・経済）を取り込んでいく考え方である 18)。 

対策技術では、科学的自然減衰（MNA）の適用も注目される。地下水汚染では長期間に

わたる対策に多大なコストと労力を要するため、自然的な機能を活用してモニタリングを

実施しながら浄化の進行を科学的に判断するプロトコル MNA が提案され、鉱物油などの

一部の汚染状況で実際に適用されている。欧米では数多くの実証事例が報告されているが、

日本では山形県、熊本県での VOC 汚染のモニタリングとその科学的な検証結果が報告さ

れている。微生物分解が活発な状況や移流・拡散により汚染物質が急速に減衰するような

環境では、MNA の導入を促進するための社会システムやガイドラインの整備が必要であ

る。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 日本国内における Sustainable Remediation の必要性、あり方を議論する国内研究会の必

要性、さらには国際的な組織への参画について議論をする場として、Sustainable Reme-

diation コンソーシアムが産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門に設立された（2016

年）18)。 

• 国家課題対応型研究開発事業「英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業」（平成

27 年度採択）において、「福島第一原子力発電所構内環境評価・デブリ取出しから廃炉ま
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でを想定した地盤工学的新技術開発と人材育成プログラム」が実施されている。①地下水

および地下の広域環境評価・将来予測技術、②放射線遮蔽特性を有する土質材料開発とデ

ブリ取り出し補助技術、③構内除染廃棄物・解体廃棄物の処分、デコミッショニング技術

の開発推進とともに､人材育成を行うものである 6)｡ 

• 欧州では、1995年から2年ないし3年ごとに土壌・地下水汚染問題をテーマとした「ConSoil」

が開催されてきた。2013 年からは会議名称が水資源管理も含めた「AquaConSoil」となっ

ている。2017 年には 14 回目の国際会議「AquaConSoil」がフランスのリヨンで開催予定

となっており、土壌、底質、水資源の持続可能な利用と管理がテーマとされている。した

がって、当初のテーマであった土壌・地下水汚染の調査対策技術とリスク評価に底質環境

も加わり、さらに水資源の利用と管理にまで展開されようとしている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 調査・分析技術 

‐ 安価で正確な公定法分析 

 土壌汚染の規制対象物質は 30 種類におよび、その分析コストは膨大である。効率的

かつ低コストで実施できる一斉分析による公定法の手法や分析プロトコルの開発が求

められる。 

‐ 現場で簡易に測定可能なオンサイト技術 

 公定法分析以外でも現場で簡易に汚染物質の判定や濃度レベルの検査はメリットが

大きい。VOC や重金属等を対象とした現場型オンサイト測定・検査技術の開発が求め

られる。 

‐ 溶出試験を代替する試験法（カラム試験など） 

 重金属等の溶出試験法には多くの技術的な課題（再現性、ばらつき）があり、これ

を代替、補完する、ISO に準拠したカラム試験法などの公的試験法の開発が期待され

る。 

• 浄化・修復対策技術 

‐ 複雑な汚染現場の状況と多様なエンジニアリング条件 

汚染物質の溶出メカニズムには種々の要因が影響しており、実環境下での汚染物質

の長期的挙動を高精度で予測することが難しい。また、土壌汚染の現場では、土質や

地質の違い、土地の形態や利用条件などが様々であり、汚染サイトごとの個別対応が

必要である。建設工事（土木）や地盤調査（地質）との連携による対策の効率化、建

物直下における汚染の調査対策として水平ボーリング技術が求められる。 

 さらに、効率性、コスト、土地の特徴や広さ、土地利用形態、社会的側面などの多

様な制約条件があり、個々の技術で適用可能性が異なるため、それらの関連性を総合

的に評価できる仕組みが存在しない。エンジニアリングマニュアルの整備が臨まれる。 

• リスク評価技術 

‐ リスク評価手法の社会実装 

 国際的な土壌汚染対策は、リスクベースの合理的なリスクマネジメントが主流であ
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る。日本では技術的に成熟していない理由から導入されていないが、近い将来はリス

ク評価に基づく合理的な対策が実現する可能性が高い。 

‐ モデリング技術の高度化 

 リスク評価モデルの高度化に加えて、現場の高次元データを用いた順逆双方向の解

析などの信頼性の高いリスクモデリング技術の開発が求められる。データ駆動による

数理統計的な解析技術の開発、現場での実証試験によるデータベースの蓄積が求めら

れる。 

• 地圏環境情報の整備 

‐ 地球化学図、土壌環境基本図の整備 

 土壌汚染対策では、重金属等の地域特性やバックグラウンドの把握など、もっとも

基本となる土壌環境に関する各種情報の整備が遅れている。地域ごとの地質情報を反

映した地球化学図、土壌環境基本図の整備、リスクマップの作成および公開が求めら

れる。 

‐ リスク情報の公開と情報伝達 

 地球化学情報やリスク情報などをいかに正しく理解し、市民に伝えていくかの仕組

みが存在しない。土壌汚染リスク情報の整備およびコミュニケーションツールを開発

することが望まれる。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 調査・評価技術 

‐ 現在の汚染状況調査や浄化確認等においては、限られたサンプリング試料の濃度が

100m3 や 3000m3 の相当量の土壌を代表し、汚染の有無あるいは浄化の完了が判断さ

れることから、低コストで空間的な汚染分布を精度良く、かつある程度迅速に把握し

うるセンシング技術を確立することが求められる。 

‐ 地下水は土壌に比べると移動および混合速度が速く、土壌の直接摂取リスクより地下

水の飲用リスクの方が高いため、地下水のモニタリング強化を目指した簡易かつ低コ

ストな地下水採取方法の開発が求められる。 

‐ 移動という点では地下水よりも土壌ガスの方が注目されるが、土壌ガスを通じた汚染

物質の移動に関する研究は少なく、吸入による健康影響の観点からも重要と考えられ

る。土壌ガス分析の高感度化により汚染状況を的確に把握することが求められる。 

‐ 得られたボーリング試料、土壌や地下水試料から、地下の 3 次元的な空間を推定し、

表現する「見える化」を図ることが求められる。 

• 対策技術 

‐ 廃熱や太陽熱等の再生可能エネルギーを活用したり、上部構造物での事業を停止させ

ずに浄化できるなど、単に濃度を基準値以下に低減させるだけでなく、浄化によりイ

ンセンティブを与えうるサステイナブルな技術の確立、高度化が求められる。このよ

うな技術が普及することで、都市部でのブラウンフィールド問題の解決にも貢献でき

ると考えられる。 

‐ 低濃度基準超過土の地盤材料化は重要な課題であり、浄化せずにオンサイトで管理し

つつ利用を図る工法が今後普及すると考えられるが、利用後のトレーサビリティを確
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保するためのツール、制度の確立、モニタリング技術の開発に積極的に取り組むこと

が求められる。 

‐ 遮水等の物理的処理は、長期に渡る安全性、確実性が求められるため、品質管理手法、

維持補修技術についての研究開発推進が必要とされる。 

‐ バイオ（ファイト）レメディエーションは、現状では浄化効果の持続性や完全な浄化

といった観点で多くの技術的な課題をかかえている。地質や環境の諸条件の制約が極

めて大きく、対象物質や汚染サイトごとに現象が異なるなどの問題がある。従来別々

に行われていた、微生物の改変や耐性を中心とした基礎生物学や遺伝子情報の研究と、

地質環境における微生物の生態や挙動に関する研究を融合させ、現場の条件に適合し

た効率的な技術とすることが肝要である。近年では、汚染サイトで採取した微生物を

汚染物質に適合させ、さらに現場の環境条件に応じた微生物群の改変を可能にする新

規の研究開発が進んでいる。 

‐ グリーナー・クリーンアップの社会実装も求められる。グリーナー・クリーンアップ

（greener cleanup）は、米国環境保護庁（EPA）で実践されているスーパンファンド

法に基づく実行計画である。土壌汚染対策を他事業との連携で実施し、環境負荷を最

小限に抑えた汚染対策を実現するための取り組みを提唱している。土壌環境に限定せ

ず、広く地球環境問題を見据えた将来的な枠組みを構築して、大気、水質、地球環境

（温暖化ガス）のトータルの環境保全を目標として、エネルギーの最小化、コストの軽

減を図る技術体系である。汚染対策の資材を最小化し、廃棄物の循環を促進するため、

公共事業や建設工事などと連携して総合的な設計を実現し、長期スパンにわたり生態

系を配慮したトータルな環境改善を実践することが可能である。 

 

 

（５）政策的課題 

• 法制度と技術開発のギャップ、リスク評価に基づく対策 

土壌汚染対策法で問題となるのは、国際的に主流のリスクベースの対応をとっていない

こと、溶出量と含有量の両者を採用していることなどである。これらは日本独自の考え方

なので、国内外で開発した新規の対策技術を導入する際に、技術と法制度のギャップが課

題となる場合が多い。例えば、バイオ（ファイト）レメディエーションのように、合理的

で高度な技術であっても法制度に合わないために導入が困難な技術や手法が少なくない。 

 リスク評価については、例えば対策工として採用されることが多い掘削除去は、コスト

が高く汚染土壌の受入先（土壌浄化処理施設を含む）が必要となる等の問題があるが、適

切な管理を行えば原位置浄化や封じ込め等の対策工でも十分に適用可能な現場もあり、そ

の採用の増加が期待される。採用の際は、対策工の性能評価を精度よく行うこと、リスク

評価の考え方を採り入れた対策目標の設定とそのための具体設計を行うことが求められる。

そのため、特にリスク評価に基づいた対策の実施を後押しするような政策の実現が期待さ

れる。 

• 土壌汚染と地下水汚染で異なる規制 

日本の環境法は分野別に制定されるものがほとんどであり、土壌環境と他の環境（大気、

水質、地球環境など）を一体ととらえていない。土壌汚染は土壌汚染対策法のもとで規制
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されており、汚染調査は土地の所有者責任となっているため、汚染状況を把握するための

常時監視が実施されない。一方、地下水汚染は水濁法により規制されており、都道府県に

よる地下水の常時監視が実施されている。このため、地下水の汚染については見落としが

少ないと考えられる。土壌汚染と地下水汚染とは関連した事象であることが多いので、土

壌汚染対策法と水濁法との組み合わせによる効果的な対策につながる制度改革が求められ

る。 

• ダイオキシン類、PCB、硝酸性窒素 

ダイオキシン類対策特別措置法で規定されているのは誰も出入りできる公共的な土地の

みで、民間の事業所などの土地には適用されない。土壌汚染対策法における特定有害物質

としてダイオキシン類の追加検討が求められる。 

PCB には含有量基準が設定されておらず、高濃度でも溶出量基準は満足する事例が認め

られている。PCB は直接摂取のリスクも十分考えられるので、PCB の含有量基準を設定

することが望まれる。 

地下水の環境基準を超過する割合が最も高い硝酸性窒素については、肥料や家畜ふん尿

の影響が大きいと考えられているが、水濁法の有害物質使用特定施設に該当しないため、

地下水汚染の未然防止のための構造基準の適用や定期点検などの遵守義務が課されないな

どの課題がある。 

• 地域特性と人材育成 

日本は、もともと地質が複雑で鉱山活動が盛んな地域が多く、地域により重金属のバッ

クグラウンド値の差異が大きい地質的な条件がある。このような地域特性は、居住する住

民活動や農業活動、生態系を保全するための基盤となることから、対策において地域特性

を反映することが重要である。また、土壌汚染対策法は、他の法体系と比べて新しい体系

なので、社会システムの整備や人材育成が追いついていない。特に、現状では土壌汚染の

分野で専門的な知識を有する人材が極めて少ないため、調査・評価、対策技術の現場適用

の進捗が遅れている。 

• アジア諸国との国際的共同事業 

ごく最近では、中国やタイ国において土壌汚染対策に関して新たな環境規制となる法制

度が制定されつつある。中国では 2016 年度以降に「土壌汚染防治法」の制定が計画され

ており、予防措置を中心とした科学的なリスク管理の枠組みが提案されている。これらの

アジア諸国と連携して土壌汚染対策を共同で実践していくことは、国家や企業や環境対策

のみならず、国際的なセキュリティの観点からも重要な施策である。 

 

 

（６）キーワード 

土壌汚染、地下水汚染、ブラウンフィールド、自然由来、重金属等、VOC、鉱油、硝酸性窒

素、POPs、ダイオキシン類、調査技術、浄化技術、修復技術、封じ込め、吸着、リスク評

価、バイオレメディエーション、ファイトレメディエーション、グリーンレメディエーショ

ン、サステイナブルレメディエーション 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本
1)2) 

基礎研究 ◎ → 

 福島第一原子力発電所事故以降、放射性物質、特に放射性セシウムの
吸・脱着やモニタリングなどに関する基礎研究が加速されたものの、土
壌・地下水汚染研究領域において依然として非常に重要である重金属類
や揮発性有機化合物などに係る研究は予算枠の相対的な減少などによ
り影響を受けており、国際的イニシアティブを確保するためには、今後
更なる加速が必要である。 

 封じ込め等の物理的な対策技術に関する研究は国内ではそれほど多く
ないが、吸着層工法等の研究は、基礎研究を中心に近年増加傾向にある。
また、汚染物質の溶出機構等に関する研究は、これまで同様に多い。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 基礎研究と同様、放射性物質による汚染の浄化や汚染水のモニタリング
技術および処理技術などの応用研究開発が加速され、復興支援に貢献し
たものの、自然由来の重金属類や揮発性有機化合物による土壌汚染に係
る低コスト・低環境負荷対策技術の開発は関連研究予算と提案数の減少
に伴い減速傾向になり、今後加速する必要がある。 

 封じ込めや盛土の実証試験、モニタリング等の応用研究は数件見られる
が、過去と比較して顕著な増加は見られない。 

米国
3)19) 

基礎研究 ◎ → 

 米国国立科学財団（NSF）や環境保護庁（EPA）などのファンドによ
る土壌汚染に係る基礎研究が進められている。環境微生物や植物などを
利用した浄化技術やリスク管理に基づく融合研究が進められている。 

 ポリマーやゼオライト等を添加した高機能型遮水材を対象とした基礎
研究が盛んであり、学術雑誌への投稿も多いが、ここ数年で論文件数は
大きく増加していない。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 EPA や米国エネルギー省（DOE）などにより管理されている実汚染サ
イトで、開発技術の検証や実証試験ができ、応用研究の環境としては非
常に優れている。 

 汚染土利用時のモニタリング方法や地盤内浸透、溶出挙動についての技
術開発、研究が進められている。 

欧州
9)10) 

基礎研究 ◎ → 

 欧州、特に英国においては、環境的側面のみならず、社会的側面および
経済的側面も統合的に考慮したサステイナブルレメディエーションの
研究開発が加速されている。 

 米国同様、ポリマー系材料を混合した遮水材の基礎的研究が盛んであ
り、特にフランスやベルギー、イタリアからの学術雑誌への投稿が多い
が、論文件数は大きく増加していない。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 土壌・地下水汚染対策の新しい取り組みとして、英国を中心に提案され
たサステイナブルレメディエーションに関する ISO 規格の提案が進め
られている。また、ドイツを中心に、PCB や多環芳香族炭化水素（PAH）
およびダイオキシンなどの汚染物質に係る ISO 規格の提案も進められ
ており、科学技術の国際的な競争は一段と激しくなっている。 

 汚染土利用盛土での降雨浸透現象やリサイクル材を利用した地盤の挙
動評価等が積極的に行われており、学術論文への投稿も増加傾向にあ
る。 

中国 
11) 

基礎研究 ○ ↗ 

 環境に対する国民の関心が高まり、環境に対する投資も年々増加し、現
時点では GDP の 2％近くまで増加してきている。特に改正環境保護法
の施行（2015 年 1 月 1 日より）や土壌汚染防治法（仮称）の制定（2016
年内に予定）の動きに伴い、土壌・地下水汚染に係る基礎研究の予算が
増大し、中国科学院傘下の研究所や各地の大学で認定された「国家重点
実験室」研究が盛んに進められている。 

 J-STAGE に相当する中国の電子ジャーナル検索ツール CNKI.net で
は、封じ込め等の物理的対策について数編の基礎的論文が存在するのみ
である。ただし政府系資金による物理的対策に関する研究プロジェクト
数は、近年増加傾向にある。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 中国では、土地が 100％国有であるため、現場または原位置実証研究が
行われやすい。現在国内で開発技術した技術のほか、欧米などで開発し
た技術の検証やクロスチェックが複数の大型プロジェクトで行われて
いる。 

 法整備が進められているところであり、現状では応用研究まで進展して
いない。現状では、この数年で飛躍的に応用研究が進展する見込みもな
い。 
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韓国 

基礎研究 ○ → 

 韓国国内において、特に目立った動きはないが、留学生や研究者の海外
派遣は目立つようになってきている。 

 現場適用技術の進展を目指した GAIA プロジェクトが、2008 年から国
家主導で進んでいる。利用形態に応じた浄化レベルの設定、モニタリン
グ・トレース技術の開発研究にも注力している。基礎研究は 2008-2011
年に重点的に実施されており、現在は現場適用性の検証等にシフトして
いる。 

応用研究・
開発 

△ → 

 海外技術の導入や外国との連携により、今後応用研究が加速される可能
性が極めて高い。 

 Country Report of Korea（Soils and Groundwater contamination）に
よると、Gangwon 地区、済州島、ソウル等の都市部で地盤汚染が顕在
化しており、GAIA プロジェクトと併せて応用技術の開発とその適用が
進められている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.４ 物質循環・環境動態 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

地球上の物質が、化学的・生物化学的作用を受けながら気圏-水圏-土壌圏-生物圏-岩石圏（多

圏）を移動し循環していく際の物質やエネルギーの収支、物理化学素過程、その環境への影

響などを明らかにする研究開発領域である。例えば、地球温暖化予測の基礎となる炭素、肥

料など食糧問題や汚染問題に関係する窒素、その他の有害物質の挙動予測、資源となる物質

の濃集現象などを対象とする。こうした物質循環を解析するために、物質の濃度、同位体比、

化学形態を計測する技術の開発、現地観測、リモートセンシング、モデル研究などが進めら

れている。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

気候変動や窒素による環境負荷、汚染物質の動態や曝露など、様々な課題を理解し対応す

るための基盤として本領域の研究開発が必要とされている。大気や水などの流体の流れとそ

れに伴う影響を扱う地球物理的分野に対し、そこに含まれる物質は化学的・生物化学的作用

を受けて化学種を変えながら循環する。そのため、その物質の物理化学的特徴や他の物質と

の相互作用を解明することが、物質循環や環境動態を正しく知る上で不可欠となる。 

最も主要な温室効果ガスである二酸化炭素（CO2）を構成する炭素の循環・動態を把握し

予測することは気候変動問題において根本的な重要性をもつ。窒素は温室効果ガスである一

酸化二窒素（N2O）を構成するが、むしろ工業起源の窒素酸化物（NOx）の排出と輸送拡散、

農耕地での大量の化学肥料投入とその流出による富栄養化、さらに成層圏オゾン層の破壊物

質として注目度が高く、環境問題と食糧問題など横断的な性質がある。窒素循環の人為改変

は持続可能な範囲を超えており、特に活性の高い反応性窒素（Nr）の動態を把握し予測する

ことも課題である 1)。炭素や窒素は生物体を構成する主要元素であり、炭水化物やタンパク

質などの有機物、二酸化炭素や二酸化炭素などの無機物で様々な形態を取りつつ環境中を循

環している。そのため、特定物質の動態を単体で論じることは難しく、元素動態の少なくと

も主要なプロセスはカバーしつつ全体像を把握することが求められる。これら元素の循環・

動態を扱う研究手法として、実験室でのプロセス解明、野外での現地観測による実態把握、

数値モデルによるシミュレーション、人工衛星などを用いた広域観測、があげられる。 

 

［動向（歴史）］ 

物質循環・環境動態の研究や手法開発の基礎は、1930 年代に Goldschmidt が始めた地球

化学の領域にあり、地球上の様々な系での物質の濃度や化学反応を系統的に理解する学問的

な基礎ができた。その後、1950 年代以降、同位体地球化学が大きく発展し、物質循環解析に

広く利用されるようになった。最近 20 年間の大きな進歩として、濃度分析では、ICP 質量

分析計（ICPMS）などに代表される様々な分析法の高感度化が進められるとともに、ミクロ

ンあるいはサブミクロンオーダーの局所領域での分析技術（例：各種電子顕微鏡、レーザア

ブレーション-ICPMS、マイクロビーム蛍光 X 線法など）が大きく発展し、微量成分も含め
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て、物質の濃度分析や分配・分布が解明されるようになった。一方で、天然で起きる現象は

非常に複雑であり、これらを解析する上では、各物質の濃度分析に加えて、同位体比の変動

を利用することが有効であり、同位体地球化学分野は大きく発展している。同位体地球化学

分野では、(i) ICP 質量分析の発展による重元素まで含めた様々な元素の同位体比の研究、(ii) 

分子中の異なる部位の同位体比を用いた物質の起源や化学反応の理解、(iii) 質量に依存しな

い同位体分別（Mass Independent Fractionation: MIF）に関する研究、などが進展し、物

質循環・環境動態研究に広く応用されている。さらに近年では、放射光を用いた X 線分光や

高分解能の電子顕微鏡などの発展により、対象とする元素の化学種を原子・分子レベルで明

らかにし、濃度や同位体比の変動のメカニズムをミクロなレベルから明らかにできるように

なってきた。これらにより原子・分子レベルの物理化学的なメカニズムを基に物質循環を扱

えるようになると、環境科学・資源科学の基礎が深化するとともに、これらの情報を統合し

たモデルやシミュレーション技術の開発により、さらに正確な物質循環・環境動態の予測が

可能になると期待される。 

炭素や窒素の循環は、生物地球化学的循環とも呼ばれ、生物が関与する非線形性や空間的

不均質性が極めて高いという特徴がある。そのため、現地観測で得られるデータは断片的な

ものに限られ、全体像を把握するためのモデルや衛星観測を組み合わせた手法が必要となる。

これらの研究により、グローバルな二酸化炭素の放出・吸収の現状が徐々に解明されて温暖

化の予測と対策に寄与している。また、環境中に放出された窒素などの栄養塩や酸性物質が

輸送拡散される状況が明らかとなり、それがもたらす環境汚染さらには生物多様性喪失とい

った影響に関する理解が進んでいる。 

環境中での炭素や窒素の循環・動態に関しては、その研究史は比較的浅く、酸性雨問題に

関連して流域スケールの研究が開始されたのは 1950 年代以降である。また、温室効果ガス

である二酸化炭素や一酸化窒素のグローバル循環が解明され始めたのは 1980 年代以降であ

る。それ以前にも生態系における物質やエネルギーの流れに注目する生態系生態学などの学

問分野は存在していたが、環境問題の観点から物質循環の変動に着目し始めたのは比較的近

年のことである。大気中の二酸化炭素濃度に関する観測は 1950 年代から行われていたが、

それが温暖化問題との関係で注目を集め始めたのはやはり 1980 年代以降である。炭素など

の物質循環を表現する数値モデルは、極めて単純化されたものは 1970 年代に開発されてい

たが、本格的に広域を対象としたモデルが現れ始めたのは 1990 年代以降である（主に欧米

の研究機関による）。この時期には気象モデルによるグローバルな数値計算が可能となるほど

計算機能力が向上し、物質循環に関する基礎的な理解が形成されてきた。観測面で特筆すべ

きは、1960 年代から 1970 年代にかけて国際生物学事業計画が実施された事であり、主要な

生態系タイプに関する基礎データが網羅的に収集され、そこでは国内研究者も大きな貢献を

果たしていた。1990 年代以降には、実験室や野外での操作実験も行われ、変動環境下での物

質循環の応答や、その制御メカニズムに関する理解も向上した。地球全域を対象とした衛星

観測は 1980 年代から実施され、陸上植物の機能や人間活動による影響に関する継続観測が

可能となった。現在までに衛星から観測可能な情報は質・量・種類の面で飛躍的に向上して

いる。 

環境中の物質循環を把握する場合、一見相反する 2 つの問題がある。1 つは、物質の濃度

やフローが微量なことによる測定の困難さであり、もう 1 つは物質が広域・大量に存在する
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ことによる定量化の難しさである。試料精製と測定技術の向上により、大気中の二酸化炭素

やメタンなどの温室効果ガス、揮発性有機化合物（BVOC）などの化学反応性に富む微量物

質の測定精度は大幅に向上している。また、コンパクトな質量分析機器により同位体測定の

スピードや精度も向上しており、物質の発生起源や移動経路、平均滞留時間などに関する情

報が得られるようになった。特に温室効果ガスの主要な発生源である陸域生態系については、

二酸化炭素やメタンの交換量測定において渦相関法などの微気象学的方法が開発されて標準

的に使用されるようになっている 2)。その他のより大気中濃度が低いガスについても簡易渦

集積法などが開発されて継続観測が可能となった。一方、陸域生態系や海洋における炭素や

窒素のストックは、大量である上で空間分布が不均質で定量化には大きな誤差が伴っていた

が、近年、衛星観測やモデル予測、同位体研究などの進展により向上している（(3)注目動向

［新たな技術動向］参照）。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

大量かつ空間分布が不均質なため定量化には大きな誤差が伴っていた陸域生態系や海洋に

おける炭素や窒素のストックについて、近年では、衛星からのライダ観測により植生バイオ

マス量（約半分が炭素）の測定が可能となり、またハイパースペクトルなどの先進的な光学

観測によって植生の窒素濃度を測定することが可能となりつつある 3)。近年、炭素や窒素の

循環・動態をシミュレートする統合的モデルが開発されて、相互作用（例えば葉の窒素濃度

が光合成能力に与える影響）を考慮した予測が行われている。モデル研究におけるプロセス

数式化や検証においては、野外で観測されたフローやストックに関するデータが利用されて

おり、異分野の学際的研究が活発化している。 

特に、物質循環研究において重要な技術である同位体分析の分野では、軽元素から重元素

に至るまで、様々な技術開発が進んでいる。軽元素では、分子内の部位別の同位体比を区別

しながら測定する技術が発展し、物質の起源・生成過程の解明 4)や同位体温度計の開発 5)が

発展している。有機物に関しては、腐植物質などの天然の無定形有機物の分子式まで確定で

きる超高分解能フーリエ変換イオンサイクロトロン型質量分析器（FT-ICRMS）の発展が著

しく、炭素循環の研究などで重要な役割を果たしている 6)。同位体比の非質量依存の分別

（MIF）を用いた研究は、軽元素ばかりでなく水銀などの重元素の研究にも展開されており、

例えば世界的な課題になっている水銀の水圏-大気圏での循環研究においても重要な位置を

占めている。一方、放射光を用いた X 線による元素状態分析研究は、nm レベルでの炭素の

官能基マッピングなどに利用され、多くの成果をあげている 7)。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 国際的動向として、炭素循環の解明を目指した Global Carbon Project（GCP）が進めら

れており、ほぼ毎年、二酸化炭素収支に関する統合解析のレポート 8)が出版されている。

その成果は IPCC 報告書における温室効果ガス動態に関する記述のベースとなっており、

国際的な注目度や政策的重要性が高い。モデル研究分野では、GCP による統合解析の一環

として行われているものを含め、多くのモデル相互比較研究が行われている 9)。窒素に関
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しては International Nitrogen Initiative（INI）が設立され、さらに 2015 年からはより

実践的な International Nitrogen Management System（INMS: 国際窒素管理システム）

に向けた準備活動が進められている。物質循環を含む地球観測の推進を目的として Group 

on Earth Observation（GEO）が設立されており、二酸化炭素の吸収源となっている森林

監視を含むイニシアティブが推進されている。 

 現在の地球の気候変動の影響が最も顕著に表れている地域である北極域について、気候変

動の解明と環境変化や社会への影響を明らかにし、精度の高い将来予測・環境影響評価等

を行うことを目的とした北極域研究推進プロジェクト（ArCS: Arctic Challenge for Sus-

tainability）が進められている。これは、文部科学省の補助事業として、国立極地研究所、

海洋研究開発機構および北海道大学の 3 機関が中心となって実施されている（2015 年 9

月～2020 年 3 月）。 

 文部科学省科学研究費の新学術領域研究（研究領域提案型）では、物質循環に関連した分

野として「海洋混合学の創設：物質循環・気候・生態系の維持と長周期変動の解明」（代

表者：安田一郎・東京大学教授、2015～2019 年度）や、「福島原発事故により放出され

た放射性核種の環境動態に関する学際的研究」（代表者：恩田裕一・筑波大学教授、2012

～2016 年度）などの分野の研究が展開されている。 

 資源関係では、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「次世代海洋資源調査技術

（海のジパング計画）」が進められている。これは、主に海洋資源の成因、資源調査、資源

開発を目指したプログラムである。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

環境中で物質は様々な媒体によって輸送され、形態を変えつつ滞留しており、その複雑性

や空間的不均質性が理解を困難にしている。炭素や窒素のような主要元素ですら反応プロセ

スの全容は解明されておらず、それが温室効果ガス収支の定量化とその予測における不確実

性の原因となっている。そのため、生物地球化学的プロセスを解明する基礎研究が必要であ

り、空間的分布を把握するための観測ネットワークの拡充が求められる。近年の気候変動予

測研究では、陸域生態系によるフィードバック効果の推定に不確実性が大きいことが問題と

なっている。具体的には、多くの炭素循環モデルには、大気二酸化炭素濃度の上昇に伴う成

長促進（施肥効果）が考慮されているが、その感度には大きな差があることが指摘されてい

る 10)。その差を生む原因の一つとして植生の窒素利用可能性における制限の強さが未解明で

ある点が指摘されており、炭素・窒素の循環とその相互作用に関する理解深化が求められて

いる。 

また、物質循環研究の出口として、物質循環のメカニズムをよりミクロな視点から理解し

ていくベクトルと、得られた成果をモデル化し、それを特定の系、よりグローバルな系、よ

り多圏間の相互作用を含む系に拡張していくベクトルの 2 つがある。これらは相補的な研究

であり、新たな本質的発見はミクロなメカニズム解明から生まれる場合が多い一方で、全体

への影響を考察する上でモデル化は不可欠な要素である。特に前者のボトルネックとして、

様々な混合物を含む天然試料から、目的とする物質の濃度・同位体比・化学種を選択性よく
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測定する技術がよりいっそう必要になっている。そのために、個々の目的物質それぞれにつ

いて多くの技術的革新が進められており、特に不安定であるが物質循環において重要な物質

や、微量であるが人間にとって重要な物質などに対する新たな分析法の開発が今後求められ

るであろう。また自然起源と人為起源の双方に起源をもつ物質については、人為的影響を定

量的に考察していくことが期待される。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

 地球温暖化・炭素循環における有機物や不安定化合物（例：海洋生物起源の硫化ジメチル

など）の分析とその影響の考察 

 土壌や根系に代表される地下部の寄与が非常に大きいことは共通認識になりつつあるが、

地下部は直接観測が困難でプロセス解明やデータ集積が進んでいない。ライゾトロンなど

による観察や、同位体をトレーサに用いる研究も行われて来たが、さらに簡便で精度の高

い測定手法の開発が望まれる。また、永久凍土中には大気中の炭素量の約 2 倍に相当する

量が蓄積されていると見積もられているが不確実性の幅が大きい。極域を通した炭素循環

には重要性が指摘されながらも未知の要素が多く、科学的知見が不足している。 

 地上観測ネットワークや衛星観測によるデータの利活用 

 近年は大量かつヘテロなデータを扱うビッグデータに関する研究が各分野で進んでいる

が、物質循環分野にどうそれらを応用するかが課題である。最近の動向として、数値モデ

ルのパラメータを観測データで逐次的に更新するデータ同化が注目されているが、物質循

環分野でも推定不確実性低減のために同様の試みを進めることが求められる。 

 レアメタル（白金族元素など）やレアアースの濃集機構の解明に基づく資源開発 

 鉄などのように自然起源と人為起源の双方に起源をもつ物質での人為的影響の定量化 

 海洋-大気間、土壌-大気間、地下水-岩石間のような多圏間の物質移動とその環境影響 

 

 

（５）政策的課題 

2015 年のパリ協定において気候変動抑制に向けた国際的合意が形成され、日本もよりいっ

そうの温室効果ガス排出削減が求められている。国内から排出される二酸化炭素・メタン・

一酸化二窒素などの温室効果ガスの量を精確に定量化することはもちろん、その輸送や吸収

までの循環を把握することが適切な緩和策検討に必要である。最近のシナリオでは 21 世紀

後半の大気中温暖化濃度抑制のため、大規模なバイオ燃料栽培が必要とされているが、それ

が環境に与える負荷については十分に評価されていない。それは温暖化だけでなく、生物多

様性にも影響を与える可能性があり、生物多様性条約との関係からも注目される。 

体制面では、基盤的予算の確保や国際的・学際的な研究の推進、汎用性の高い最先端分析

装置の共同利用拠点の効率的な運用が求められる。 

 

 

（６）キーワード 

炭素循環、窒素循環、元素循環、多圏相互作用、地球温暖化、有害物質、化学種解析、同位

体比、質量分析、放射光、シミュレーション、生物地球化学、下方調節、CO2 施肥効果、炭

素循環フィードバック、純一次生産、メタ分析、地球システムモデル、衛星観測、ネクサス 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

 大気中の温室効果ガス濃度や同位体比測定は最高水準を維持している。
地表のガスフラックス測定は、技術的には高いがデータ解析においてや
や立ち遅れている感がある。炭素循環と窒素循環を含め、温室効果ガス
を統合的に扱う陸域モデルが開発されている 11)。文部科学省気候変動
リスク情報創生プログラムでは、炭素循環だけでなく窒素循環も取り入
れた地球システムモデルを開発している。2009 年には JAXA・環境省・
国環研による温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の打ち上げを成功
させ、衛星からの物質循環観測研究を先駆ける成果をあげている。 

 しかし、同位体分野等も含め論文数のシェアは低下しており、2010 年
代ではいずれも分野も中国に圧倒されている。 

応用研究・
開発 

○ → 

 温暖化緩和策の立案と評価のための応用研究が実施されており、IPCC
報告書への貢献度も向上している。農地における一酸化二窒素放出の削
減技術（農研機構）や、森林破壊からの CO2 放出を監視するシステム
（森林総研）などの研究開発が行われている。最近では福島第一原発か
ら放出された放射性物質の動態を把握するための研究も重点化して行
われている。 

 有害物質や金属資源の分野では、福島第一原発事故に伴う放射性核種の
挙動や資源のリサイクル分野では論文が多く発表されているが、国際的
なシェアを押し上げるほどではない。 

米国 

基礎研究 ○ → 

 米国大気海洋局（NOAA）やエネルギー省（DOE）による観測ネット
ワークだけでなく、North American Carbon Program（NACP）によ
る統合化も積極的に推し進めている。特に航空宇宙局（NASA）や地質
調査得所（USGS）による衛星観測では世界をリードする位置にある。
物質循環モデル研究でも長い歴史をもつが、近年では淘汰が進んで少数
のモデルに集約されつつある（例えば大気研究センター（NCAR）によ
る Community Land Model や Dynamic Land Ecosystem Model な
ど）。 

 いずれの分野も論文数は順調に増加しているが、中国の伸びが大きい
分、相対的なシェアは減少している。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 酸性雨研究や温暖化研究にいち早く取り組んでおり、応用面でも先端的
研究を行っている。温暖化対策として注目されているバイオ燃料栽培に
関しても、温室効果ガス収支など物質循環の面から多数の研究が行われ
てい 12)。OCO-2 衛星による温室効果ガスの監視や、国際宇宙ステーシ
ョンに搭載予定のライダにより森林の監視でも取り組みを進めている。 

 有害物質の動態分野では論文数の伸びが小さいが、米国で有害物質の問
題の多くが解決されつつあるためと思われる。同様の傾向は日本でもみ
られる。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 International Carbon Observation System （ICOS）を推進して炭素
および関連する物質循環研究を積極的に推進している。欧州宇宙機関
（ESA）は SCIAMACHY などの先端的衛星ミッションを成功させて物
質循環の広域観測に取り組んできた。欧州全土に CarboEuropeFlux サ
イトが展開され、微気象学的手法による二酸化炭素等の観測が継続され
ている。 

 いずれの分野も論文数は増加している。多くの分野で、論文数が中国に
抜かれているが、同位体地球・環境科学の分野ではまだ優位性がある。 

応用研究・
開発 

○ → 

 国レベルのコミュニティーで統合的モデルを開発し物質循環研究に応
用している（例えばドイツの LPJmL や英国の JULES モデル）。英国
の研究者が主導して窒素管理システム INMS を推進している。 

 有害物質の動態分野で論文数の伸びがやや小さい。 

中国 基礎研究 ○ ↗ 

 中国全土に ChinaFlux を設立して急速に観測点数を増やし、温室効果
ガスなどの物質循環の観測研究を進め、同時にデータ解析分野でも国際
的に存在感を高めている。モデル分野では独自開発されたものはまだ少
ない。INMS の東アジアセクションでは南京土壌研究所などの研究者が
主導的な役割を果たしている。 

 いずれの分野でも論文数の伸びが非常に大きい。論文数のシェアに比べ
て被引用数のシェアが小さい傾向がある。 
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中国 
応用研究・
開発 

○ ↗ 

 中国全土の炭素収支に関する統合解析などが行われている 13)。窒素循
環に関する事例研究は多いが、全体の収支を定量化する統合化には至っ
ていない。 

 有害物質の挙動や除去に関する研究、金属資源の開発やリサイクルの分
野で特に優位性が高い。 

韓国 

基礎研究 △ → 

 国内における炭素・窒素の現地観測研究は高麗大学などで行われてい
る。広域的な解析やモデル研究例はまだ少なく人材育成の段階にある。 

 多くの分野で論文数の絶対数は日本より小さいが、経年変化の傾向は日
本と類似している。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 近年、GCP（Global Carbon Project）韓国オフィスや国立生態学研究
所が設立されるなど、物質循環分野の研究開発により多くのリソースを
割り当てている。ソウル国立大学は韓国内のフラックス研究をリードし
ているだけでなく、気候変動への適応の観点からも研究を進めている。 

 有害物質の挙動分野では、日本と比べると研究が増えている。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.２.５ 健康・環境影響 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

都市化、産業化による局所的な環境汚染、近隣国からの越境汚染、また、温暖化や海洋汚

染をはじめとする地球規模の環境汚染・環境劣化は、人の健康や生物に影響をもたらすこと

が危惧されている。このような社会的要因や地球環境・地域環境要因による健康や生物への

影響を把握あるいは予測し、対策につながる科学的知見を提供するための研究開発領域であ

る。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

環境は人類、生物種繁栄の基盤であり、健康は個人・個体生存の礎である。過去の公害事

例では、強毒性の少数の汚染物質による健康や生物への影響が問題となった。昨今、先進国

においては、以前見られたような強毒性物質の大量曝露やそれによる健康影響（毒性影響）

発現の可能性は減じている。しかし、残留性有機汚染物質（POPs：Persistent Organic 

Pollutants）による健康・生物影響、特に長期影響や継世代影響の問題をはじめ、多くの未

解決課題が残存している。例えば、弱毒性物質の少量曝露によるかく乱影響（脳・神経系、

免疫・アレルギー系、生殖・内分泌系への影響）の問題や日々増加する環境汚染物質の複合

曝露による健康・生物影響の問題、ナノマテリアル等、新規素材による健康・生物影響はそ

の代表といえる。また、生活習慣病やアレルギー疾患などのいわゆる「現代病」の激増・悪

化と環境要因の関連も指摘され、そのメカニズムも明らかにされつつある。しかし、これら

に係る研究の集積は十分とはいいがたい。一方、進行しつつある地球温暖化に関連し、地表

オゾンの増加による健康影響や水系感染症の増加、節足動物媒介感染症の分布変動、ヒート

アイランド現象とも関連した熱中症増加等の問題が、また、オゾン層破壊に関連し、紫外線

増加による皮膚ガン増加といった問題も危惧されている。このように、気候変動、オゾン層

破壊、資源循環などの地球レベルの環境問題が健康に与える影響の把握も重要性を増してい

る。 

本領域は、種々の環境の変容による人の健康や生物への影響を把握あるいは予測し、対策、

軽減、未然防止に結びつけることを目標とし、人類・生物の持続可能な繁栄・生存に直結す

る重要な意義をもつ。従来と異なるアプローチが必要とされている領域でもある。 

 

［動向（歴史）］ 

欧米では1930～40年代に大気汚染の問題が発生した。日本でも1950年代の公害に始まり、

産業に起因する重金属やコンビナートの排煙が健康被害をもたらした。これらは、カドミウ

ム、水銀、硫黄酸化物等の大量曝露による毒性が健康影響をきたした事例であった。こうし

た典型的な公害問題に対しては、1967 年の公害対策基本法を皮切りに、排気ガス、工場排水

の法的規制（質・量の両側面から）が行われるとともに、工場廃水・排気・自動車排気の処

理技術の進歩などにより汚染の軽減が行われた結果、無制限に汚染が激化・拡散する状況を

防ぐことができた。ただし、大気汚染における窒素酸化物のように、軽減まで長期間を要し
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た例もある。こうした公害の問題を受け、現在も実施されている化学物質の影響評価は、単

一物質の大量曝露時に、死亡や臓器障害を代表とする毒性影響を指標として実践されている

のが実状である。 

一方、1962 年に『沈黙の春』が出版され、DDT 等が母乳から排泄されていることも報告

された。1980 年代半ばから、内分泌かく乱化学物質（EDCs、環境ホルモン）の問題が認識

されるようになり、1996 年には『奪われし未来』が出版された。強毒性物質の禁止・削減後

も生物個体数が回復しないことから、少量でも悪影響をきたす物質がある可能性が示された。

これらの物質は、従来の「毒性」とは異なり、ホルモン受容体等を介した生体内シグナルの

「かく乱」により影響を及ぼしているのではないかと考えられるようになった。1996 年、欧

州委員会が内分泌かく乱化学物質に関する初の国際会議を英国ウェイブリッジで開催した。

米国では、1997 年に環境保護庁（EPA）が内分泌かく乱化学物質に関するワークショップ

（スミソニアン会議）を開催した。日本では、1998 年に「内分泌撹乱化学物質の健康影響検

討会」発足し（厚生省）、「環境ホルモン戦略計画 SPEED’98」が発表（環境庁）され、

省庁での取り組みが本格化した。同年、科学技術新興機構（JST）の CREST では内分泌か

く乱化学物質問題の本質的な理解と解決をめざした研究を対象とする「内分泌かく乱物質」

研究領域が発足した。2012 年の WHO/UNEP による報告書である「State-of-the-Science of 

Endocrine Disrupting Chemicals－2012」では、複数の内分泌かく乱化学物質が協同して相

加的効果を発揮する場合があることが述べられた。生涯にわたり様々な疾病に対する脆弱性

を増大させる可能性 1)や、影響が継世代的に伝搬する現象も報告された 2)3)。 

このように、かつては DDT やダイオキシンなど、少数の物質のみを影響評価の対象とし

ていたが、現在汎用されている難燃剤や可塑剤、界面活性剤、食品添加物など、多種多様な

毒性の弱い物質をも対象とし、内分泌系のみならず、神経系や免疫系も含めたかく乱影響を

評価すべきであるという考え方も提唱されるようになってきている。 

いわゆる環境汚染ではないが、環境と健康との関係を扱う研究で、1990 年代中頃からの注

目すべき動向として、社会疫学があげられる。個人や地域の持つ社会的特性が当人や住民の

健康レベルを左右するという、直感的には当然と思われる仮定を綿密な調査で実証した分野

であり、多くの成果をあげた。物理化学的要因と社会要因は、ある意味では互いにノイズの

関係にあるともいえるが、現在に至っても両者をバランスよく組み合わせた研究はそれほど

多いとはいえない。 

また、近年の動向として、環境疫学に限らず疫学研究一般が大型化してきていることがあ

げられる。環境疫学では、世界各国で 10 万人を超える規模で長期間にわたり追跡調査を行

い、得られた情報や試料を解析する疫学研究が、多数実施されるようになってきた。50 カ国

300 機関の共同研究として 2004 年と 13 年の 2 回実施された世界の疾病負荷研究（Global 

Burden of Disease Study）では、死亡と疾病への罹患を同一の尺度（DALYs；障害調整生

命年と訳されている）で表現し、問題のある国・地域や、負荷の大きな疾病をわかりやすく

表現し、特に精神疾患のようなただちに人命を奪わない疾患の重要性を明らかにするなど成

果を上げた。環境中の様々な疾病リスク因子についての分析 4)も行っている。 

局所的な環境汚染のみならず、近隣国からの越境汚染、また、地球温暖化やそれによる異

常気象、海洋を広く汚染するマイクロプラスチックや POPs、オゾン層破壊をはじめとする

地球規模の環境汚染・環境劣化が、人の健康や生物に影響をもたらすことも危惧されてきた。
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リオ・サミット（1992）や京都議定書を採択した COP3（1997）のあった 1990 年代以降、

地球規模課題の中でも化学物質のインパクトがとりあげられている。その健康影響メカニズ

ムは複雑であり、従来の化学物質の毒性影響という図式だけでは捉えきれない。例えば、CO2

発生→温暖化→媒介動物の生息域のシフト→感染症分布の変化、あるいは過剰の化学肥料投

入・生活排水→N、P による閉鎖的水系の富栄養化→生態系破壊→環境の劣化・漁業の衰退、

農薬→pollinator（送粉者）の衰退→作物収量の減少→栄養状態悪化などである。課題と対策

が国境を越えはじめたことを受け、化学物質関連の様々な国際的取り組みが増えた。主要な

ものをあげると、CFC の規制に関するモントリオール議定書（1989）、化学物質管理のため

の戦略的アプローチ（SAICM、2002）、POPs を規制したストックホルム条約（2004）、欧

州の化学物質に関する包括的な取り決めである REACH 規制（2007）、水銀の使用・国際的

流通に関して定めた水俣条約（2013）などがある。 

また、2009 年にスウェーデンの研究者グループが提唱した Planetary boundaries（PB）5)

では、超えるべきでないものとしてあげられた 8 つの boundary（境界）に、化学物質によ

る汚染、大気中のエアロゾルの 2 つが記載された。しかし、その境界値（それを超えると不

可逆的なフェーズに入るような値）はいずれも不明とされている。2015 年夏には、Lancet

とロックフェラー財団の共同研究により、Planetary Health（人間とその文明は健全な自然

環境とその賢明な管理の上に成立するもの）という概念が提唱され、その中にも化学物質に

ついての言及が見られる。同年終盤に採択された持続可能な開発目標（SDGs）の第 3 目標

は健康と福利であるが、その下位目標の一つに、化学物質による健康被害の軽減がうたわれ

ている。 

局所・地域に留まらず、広域かつ地球規模の視野を持って研究や取り組みを推進すること

が不可欠であることも認識されてきている。  

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

• オミクスの発展、AOP（Adverse Outcome Pathway） 

 多くのオミクス（Genomics, proteomics , lipidomics, metabolomics など）やオーム

（transcriptosome, proteome など）が考案されている。試料に含まれる微量で多種類の（た

だし一定の性質は共有する）化学物質群を分離・同定し、さらには定量する技術であり、

生体内で生じている物質代謝にかかわる出来事を網羅的に定量化・可視化する手段として

広く活用されており、実験的な毒性学、環境疫学のいずれの研究にも応用可能である。環

境汚染の生体影響に関する分野では、従来、リスク評価を最優先し、量-反応関係として出

入口のみの関連が解析の中心であった。その途中のブラックボックスであった過程を明ら

かにすることにより、化学物質の生体影響の本質に迫る手法が AOP（Adverse Outcome 

Pathway）6)であり、生体内の様々な代謝過程に関する知識の蓄積と、分析技術の進展に

よって実現されるようになった。 

• in vitro アッセイ評価 

米国環境保護庁（EPA）が開発した ToxCast のように、数多くの化学物質における活性・

pathway データを迅速に導き出すことのできる手法に焦点が当てられている。また、ヒト
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や実験動物由来の細胞系だけでなく、遺伝子配列の解析から野生動物の遺伝子を組み込ん

だレポーター遺伝子アッセイも種間の感受性評価に有用である。 

• ビッグデータ、地球観測・衛星観測データの活用 

 様々な領域のデータベースが整備され、公開も進み（入手可能性が増し）、衛星や地上の

ステーションによるモニタリングのデータが健康の研究に利用できるようになってきた。

こうしたデータの活用により、世界の大気汚染による死亡者がマラリアとエイズを合わせ

た死者より多いとの研究報告 7)や、熱波の夜の最低温度が高い地域で高齢者の死亡率が高

かったとの報告 8)、さらには人間活動のデータも活用して、マラリアやデング熱の伝播に

人間の移動がどの程度寄与するかといった分析 9)10)が行われている。こうした環境データ

と健康データの組み合わせは、空間分解能の優れた（衛星）画像撮影・分析の技術発展、

いわゆるダウンスケーリングと呼ばれる広範囲のデータから小地域の詳細データを構築す

る手法の開発によって可能 11)となってきた。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

• 小児を対象とする大規模なコホート研究として、日本ではエコチル調査（環境省）や東北

メディカル・メガバンク（文部科学省）などが実施されている。米国でも 10 万人の子ど

もを成人まで追跡するNational Children’s Studyが計画され 2013年までに予備調査を終

了したが、本調査開始前に、プロジェクトの目標達成は困難であるとの判断のもとに中止

された 12)。ヨーロッパの 8 カ国が参加する HELIX（Human Early-Life Exposome）は

28,000 組の母子ペアを追跡する事業で、exposome という概念を看板に現在進行形であ

る 13)。Exposome とは、従来の様々な omics/ome が生体反応の包括的情報であるのに対し

て、多様な環境要因への曝露の包括的情報を目指すものである。 

• EU の Solutions は、ヨーロッパ、ブラジル、中国およびオーストラリアから 39 機関が参

加するプロジェクトである。河川における有害化学物質を現在の科学技術を結集して評価

し直すために、化学分析から影響分析にわたる広範な領域をカバーしている。ライン川や

ドナウ川流域の生態系と人の健康における化学物質リスクの問題解決のための総合的な取

り組みとして 2013 年より（5 年計画）開始された。 

• 北欧を中心とする EU の MARS プロジェクトも注目される。16 の河川流域のケーススタ

ディによって各流域における生態系の状態と化学物質およびその他の抑圧因子の解明を目

指している。 

• カナダ環境・気候変動省と保健省は、有害な化学物質を特定し、適切に管理するための包

括的統合戦略「化学物質管理計画（CMP）」に投資すると発表した 14)。これまでに、優先

物質のうち、約 2750 種類の化学物質のリスク評価が終了した。継続により、CMP の次期

段階で残る 1550 物質の評価を完結し、次世代の人々と環境を有害化学物質のリスクから

守るとともに、科学的根拠のある健全な化学物質管理で引き続き世界をリードしていくと

している。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、水の再利用や保全策が人と生態系の健全性に与える影響に関

する研究に助成すると発表した 15)。水の持続可能な再利用を促進するため、飲用水への再

利用や地下水補充などが人や生態系の健康にどう影響するかを評価する。 

• 持続可能な消費生産センター（CSCP）など欧州の機関が、健康と環境を守るためにライ
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フスタイルをどのように変えていけばよいかを探る新プロジェクト「INHERIT」に着手

した 16)。住環境、移動、消費（食品、食習慣等）の 3 つに絞り、健康と環境を守る生活に

つながる分野横断的な施策を探る。 

• ドイツ連邦環境省（BMUB）とドイツ化学工業会は、人体中の化学物質の分析方法を開発

し測定するヒト・バイオモニタリング・プロジェクトを実施している 17)。人における曝露

が増加傾向にあり、人体に影響をおよぼす可能性がある 50 物質（群）の分析方法を開発

しようとするものである。新分析方法は、ドイツ研究振興協会によって検証されたのち、

第 5 次ドイツ健康環境調査と環境試料バンクのサンプルとして利用される。 

• 米国環境保護庁（EPA）は、人のホルモン機能をかく乱する可能性のある化学物質を自動

でスクリーニングする新検査方法を発表した 18)。この手法は、数千もの化学物質を同時に

検査し、計算モデルを利用して活性を予測するもので、従来の検査に比べ、時間も動物実

験もコストも少なくて済むという。 

• ドイツ BMUB と連邦環境庁（UBA）のバンクでは 1980 年代から人と環境の標本を収集

しており、これにより国民の化学物質への曝露状況やその変遷、環境政策の有効性を示す

データが得られるという。新調査は、子どもと若者に重点を置き、重金属、多環芳香族炭

化水素、プラスチックの可塑剤や溶剤などを対象としている 19)。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

• 1990 年代終盤には環境-健康をめぐる多くの国内外の取り組みが行われたにも関わらず、

当時提起された多くの問題―いわゆる低用量効果（low-dose effect）、複合曝露、継世代影

響などの問題―には、今なお答えが出ていないといえる。端的にいえば、我々の多くが日

常接する化学物質の中から曝露量の多い 10 種類を選んで、総体としての健康へのインパ

クトはどの程度のものか、という質問には極めて曖昧な答えしかできないのが現状である。

ほぼ単一の物質の影響のみを標的とし、さらに量-反応関係（入口と出口）を出発点として

きた従来のアプローチでは限界がある 20)21)。 

上記の原因としては、細かい実験の手法の違いが大きな結果の違いを生む、再現性が得難

い、時間・資金・労力が嵩むなどといった点があげられる。古くから指摘があったが、そ

の背景には、動物実験における通常あまり注意が払われないような条件の違い等の要素が

ある（参考文献 22 など参照）。例えば、腸内細菌のパターンが栄養素や化学物質の代謝・

毒性に影響を及ぼすという知見が増えてきている 23)。 

• 環境要因、健康・生物影響のいずれも多岐にわたるが、一部の環境要因による一部の健康・

生物影響が研究対象となっているに過ぎない。高感受性（脆弱性）集団を対象とした研究、

リアルワールドで想定される｢環境要因の複合曝露による健康影響｣の問題は、端緒につい

たばかりという状況にある。 

• 曝露は本来、対象となる集団の個々の構成員について時間的な変化を含めて評価されるべ

きものだが、これを得ることは技術的に困難であった。多くの曝露情報は（対象とする環

境要因の地理的な分布に基づく）集団の平均的な推定や、長時間の平均的な推定値に過ぎ

ない場合が多い。 
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• 現在市場に出回っている化学物質の数百種が内分泌かく乱性を有するとされているが、生

態系への影響を評価している物質は限定されている。また、内分泌かく乱化学物質

（EDCs：Endocrine Disrupting Chemicals）の代謝産物や分解物、製造工程および廃棄処

理過程で生じる不純物や非意図的生成物についての調査や毒性影響に関する研究も極めて

少ない。 

• EDCs を添加された製品の中には他国へ輸出されるものもあり、開発途上国などでは不適

切な処理により環境汚染や曝露が深刻化する可能性がある。これまで得られた研究データ

は先進地域のものが主であり、アジア、アフリカ、中南米の開発途上国のデータは依然と

して欠落している。 

• 実験的研究において、人への外挿手法が未確立である。 

• ヒトと同様に、野生動物も EDCs 曝露のみによる影響を評価するのはほぼ不可能である。

汚染地帯と非汚染地帯に生息する個体群間で観察される生体影響の相違などから予想はさ

れるが、他の人為もしくは自然由来のストレッサーの寄与が存在するため解釈を複雑にし

ている。さらに、classical POPs を除く EDCs による野生動物の調査研究は、魚類を除き

依然として少ない。 

• 対象集団が大規模になること、多くの環境要因の情報を得て解析するということ自体が、

再現性の検証を難しくするというジレンマがある。また、例えば気候変動の影響について、

現実の観測データから再現性を得ることは不可能であるし、過去に前例がない現象を追っ

ているため、実験室的なあるいは繰り返し観察による再現性を検証すること自体が困難で

ある。 

• ミレニアム生態系評価ですでに指摘されていたように、環境の劣化による健康被害には、

例えば生態系の破壊による食料生産の変化、感染症分布の変化など間接的影響も多く、そ

の規模が無視できない 24)。こうした複雑な影響についても、AOP と同様の考え方を適用

して、将来的に定量的予測を可能とするモデル構築に向け、モジュール開発を行うことが

期待される。 

• 既存疾患の悪化や｢現代病｣の増加・悪化における環境要因の寄与率推計は未確定である。 

 

［今後取組むべき研究テーマ］ 

• 環境要因の作用メカニズムの解明 

 多くの研究は健康インパクト（毒性を含む）に至る経路のごく一部を点の形で見ていた

といえる。今後は、AOP のように曝露から影響が出るまでの一連の経路を把握する線とし

てのアプローチ、さらには複数の経路の相対的な寄与を視野にいれた面としてのアプロー

チが必要になると考えられる。面的な解析が可能になれば、複合曝露（物理的要因と化学

的要因のようなモードの異なるものを含む）や低用量効果などの問題の突破口となる可能

性がある。 

• 複合曝露を評価できるアプローチ法の検討 

 例えばダイオキシンの TEF（毒性等価係数）や有機リン系農薬で用いられている既存の

アプローチに加え、すでに提唱あるいは試行されている、共通のエンドポイントに焦点を

当てたアプローチ、エクスポゾーム（exposome、生涯の全曝露量） のような考え方も含

めたアプローチも並行して試す必要があると考えられる。  
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• ノイズやブラックボックスを積極的に検討対象とする研究 

 ブラックボックスであった遺伝的要因と環境因子の相互作用についてはすでに多くの研

究が進んでいるが、これを体系的に進める仕組みづくりが必要と思われる。また、腸内細

菌のパターンや飼育条件のように、従来あまり注意を払われていない環境変数について、

明確な論拠のもとに研究を行っていく必要がある。例えば、単一の化学物質の影響が欧米

とアジアで異なる原因は、遺伝的・生理的・環境的要因のいずれにも求めることが可能で

ある。 

• 一般的な非伝染性疾患（NCDs）のリスクと化学物質曝露との関係に関する研究 

 がんを中心に古くから研究はあるが、糖尿病、肥満、変性性の神経疾患など、多くの環

境・遺伝要因が関わり罹患率も高い疾患の発症に、化学物質への曝露がどの程度量的に関

わるのかは難問であり、ブラックボックスの中身を含めた影響メカニズムの解明、ビッグ

データの活用、複合曝露の解析方法などの解決が求められる 25)26)。 

• かく乱影響の評価 

 内分泌かく乱以外にも、神経・行動のかく乱や免疫のかく乱についても、いっそうの研

究の推進が望まれる。 

• 分析法の改良および開発 

 低濃度で存在する様々な物質を把握するための、高精度分析や同時測定法の改良や開発

は依然として優先度が高い。 

• 構造活性相関研究の向上 

 化学物質の構造と生物学的な活性の間の関係である構造活性相関に関する研究の、さら

なる推進・向上が望まれる。 

• ICT の活用により環境要因を同定する研究 

 近年の ICT の進歩により、様々な環境要因についての個人曝露情報を時空間的に追跡す

る手段が整備されてきており、これを活用したあらたな曝露評価により、解析の精度を格

段に向上できる可能性がある。 

• 健康影響に関する予測力の高いモデルの構築 

 地球規模環境問題による健康影響については、再現性に基づく判断を待つわけにはいか

ない（手遅れになる）ため、予測力の高いモデルの構築が必要となる。環境要因の健康イ

ンパクト予測は、上述の諸問題が解決できないと原理的に困難であろうから、不十分な情

報に基づきながら‘それほど間違うことのない’予測モデルの開発が望まれる。 

• PB（Planetary Boundary）の健康影響の観点からの検証 

 PB の境界値は、健康影響ではなく、気候システムと生態系への影響に基づいて決めら

れているため、健康影響という点から見直す必要がある。化学物質やエアロゾルの PB は

未確定であり、健康インパクトに基づいて決める必要性は高いと思われる。 

• 物質の越境移動と開発途上国の汚染実態 

 輸出入される製品中の含有量、大気・水経由による移動拡散（日本の場合であれば黄砂

など）、そして開発途上国を対象とした環境汚染（発生源と曝露源）とヒト・野生動物への

曝露・毒性に関する包括的・長期的（経年変動）調査が求められる。 

• 代替物質の調査 

 ある化学物質の生産・使用が規制された場合、代替物質が使用されることになるが、そ
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の環境汚染と毒性影響の調査が求められる。また、環境分解産物や生体内代謝物などの実

態も把握することが求められる。 

 

 

（５）政策的課題 

• 政策決定者に科学的な情報を適切に伝えるしくみ・人材の養成が必要である。本領域では

再現性が難しい課題が増えると考えられ、evidence-based による意思決定では手遅れにな

る可能性がある。予測に基礎をおく意思決定（予防原則の考え方も援用されるべき）が必

要な局面も増えると思われる。科学的情報の不確定性を減らす努力とともに、不確定性を

もった情報をどのように理解し、政策に活用するかは科学的・政策的両側面をもつ課題で

ある。ステークホルダー間で、evidence にも不確定性が伴うという認識が共有されること

や、当事者による時機を得た情報共有が必要であり、そのための制度づくりも求められる。 

• 研究開発で健康データを積極的に活用できることが必要であり、個人のプライバシーに抵

触しかねない情報について、技術的工夫とともに政策的判断も求められる。 

• ヨーロッパを中心とする動物愛護の観点から動物実験が徐々に難しくなりつつある。また、

ヨーロッパでは、ある化学物質に有害性の懸念が生じると、時間をかけたリスク評価より

も物質を代替・禁止する方向性へ移りつつあり、管理対象とされる化学物質が増大し負担

も大きくなっている。 

• 越境汚染や地球環境問題の解決には、多国間にわたる対策、政策が不可欠であるが、その

枠組みの作成や取り組みの進展は容易とはいえない。 

• 経済的発展、技術開発が政策的に優先、あるいは、先行し、環境問題、健康・生物影響が

後発的に発生・進展することが多く、早期診断、早期治療が困難な場合が多い。 

• 広範囲にわたる環境要因による健康・生物影響にかかる研究を、民間企業が限定的資金に

よって推進することは困難であり、また、収益性も少なくとも短期的には乏しいと考えら

れる。加えて、国民、人類の健康、生物種の未来を左右する公益性が最優先されるべき課

題であることからも、公的資金による戦略的かつ長期的な研究開発推進が望まれる。 

 

 

（６）キーワード 

残留性有機汚染物質（POPs）、内分泌かく乱化学物質（EDCs)、新規素材、ナノマテリア

ル、マイクロプラスチック、難燃剤、可塑剤、界面活性剤、食品添加物、健康影響、高感受

性（脆弱性）要因、継世代影響、毒性影響、かく乱影響、内分泌系、神経系、免疫系、現代

病、生活習慣病、アレルギー、複合曝露、複合影響、低用量曝露、現代病、構造活性相関、

in vitro アッセイ、オミクス（オーム）、AOP（Adverse Outcome Pathway）、一斉多種分

析、ビッグデータ、地球観測・衛星観測データ、ダウンスケーリング、疾病負荷研究、大規

模コホート、大規模疫学調査、影響予測モデル、公害、社会疫学、環境疫学、地球温暖化、

海洋汚染、熱中症、越境汚染、Planetary boundary（PB）、実験動物、動物愛護、野生生

物、SAICM、水俣条約 
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（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 
27)-47) 

基礎研究 ○ → 

 基礎研究のレベルは高い。化学物質影響、気候変動影響などで報告数も
増え、レベルの高い研究成果も出ている。革新的な研究成果の発信もあ
るが、チャレンジングな課題への取り組みにやや不足が感じられる。 

 内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の試験法について、メダカを対象
としたin vitroおよびin vivoスクリーニング試験、そして in vivo確定試
験が開発され、アフリカツメガエルとミジンコについても検討が進ん
でいる。また、低用量・複合曝露影響やエピジェネテイックな世 代 を
超えた影響についての基礎研究も展開されている。 

 内分泌かく乱化学物質（EDCs）について、下水処理過程における挙動
や除去効率の調査研究、下水処理水の流入河川に棲息する野生魚の汚染
実態調査、鳥類や海棲哺乳類の蓄積特性に関する研究が実施されている
が、陸棲動物の調査が乏しいことに加え、高等野生動物の場合、POPs

を除くEDCsデータは極めて少ない。 
 予算面、人材面（特に若手の人材面）では、他領域や欧米、中国に比較
し、十分とはいいがたい。 

応用研究・
開発 

○ → 

 ビッグデータの利用をはじめとして、斬新な手法を取り入れた研究はま
だ少ない。一方で大規模コホートが確実に運営されており、将来的に多
くの知見を産み出すことが期待できる。 

 日米二国間協力による魚類（メダカ）および無脊椎動物（ミジンコ）
の多世代繁殖試験の開発がおこなわれており、トランスジェニック魚
を用いたバイオアッセイ系の開発や分子メカニズムの解析も進んでい
る。高等動物に関しては、一部鳥類や鰭脚類（ききゃくるい）について
種固有の遺伝子を組み込んだレポータージーンアッセイによるEDCs

作用の感受性が評価されている。 
 下水処理技術の開発研究と副生成物の影響評価、未知物質の測定技術に
関する開発もおこなわれている。 

 学際的研究開発、例えば化学分析と毒性分野の研究者による共同研究成
果が、欧米と比べ乏しい。 

米国 
33)34) 

48)-54) 

基礎研究 ◎ → 

 基礎研究は、多岐にわたり、かつレベルが高い。新しいアプローチが絶
え間なく提案されている。大気汚染に関しても、大規模な疫学研究が複
数、長期にわたって実施されている。健康影響に関する疫学的な研究も
実験的な研究も複数の機関で取り組みが進展してきている。ナノマテリ
アル廃棄物への評価など、新しい研究も始まっている。 

 日本と同様に（一部共同で）、内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の
in vitroおよびin vivoスクリーニング試験、そして in vivo確定試験が開
発されており、低用量・複合曝露影響やエピジェネテイックな世 代 を
超えた影響についての基礎研究も展開されている。 

 EDCsの下水処理過程における挙動や除去効率の調査、そして下水処理
水の流入河川に棲息する野生魚のNational studyも実施されている。野
生高等動物についても以前は、classical POPsの蓄積特性に関する研究
が実施されていたが、現在はカナダのPOPs関連物質調査を除き、ほと
んど実施されていない。 

 予算面、人材面で日本を凌駕している。 

応用研究・
開発 

◎ → 

 他分野との連携が活発になってきている。大規模コホート/大規模モニ
タリングも盛んで、総合的に環境インパクトを捉えようとする姿勢が目
立つ。（NCSは中止） 

 米加共同研究にて、実環境の池を調査域とした大規模なエチニルエス
トラジオールの長期生態影響調査が実施され、個体群への影響のみなら
ず種間の相互作用や生態系全体への影響が明らかとなった（学際研究）。 

 日米二国間協力による多世代繁殖試験の開発がおこなわれており、ト
ランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の開発も進んでいる。鳥
類種固有の遺伝子を組み込んだレポータージーンアッセイによる
EDCs作用の感受性が評価されているが、高等動物の感受性に関する研
究は少ない。 

 下水処理技術の開発研究と副生成物の影響評価、未知物質の測定技術に
関する開発もおこなわれている。 

 日本に比較し、大きな予算が配分されている。 
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欧州 
33)34) 

55)-66) 

基礎研究 ○ → 

 EU機関のみならず、オランダやスイス、英国やドイツなど、研究所や

大学における研究レベルは高い。質の高い研究成果が発表されており、

EU内を中心に多国間共同研究も多い点が特徴である。北欧からの報告

が近年増加している。 

 日本と同様に（一部共同で）、内分泌かく乱作用が疑われる化学物質の

in vitroおよびin vivoスクリーニング試験、そして in vivo確定試験が開

発されており、低用量・複合曝露影響やエピジェネテイックな世 代 を

超えた影響についての基礎研究も展開されている。 

 EDCsの下水処理過程における挙動や除去効率の調査、そして下水処理

水の流入河川に棲息する野生魚のNational studyも実施されている。高

等野生動物の蓄積特性に関する研究が実施されているが、POPsを除く

EDCsデータは乏しい。 

応用研究・
開発 

○ → 

 オランダ、英国、フランス、ドイツなどの企業や研究所で研究・開発が

進められている。EUにおけるREACH規制が存在し、それに関連する

研究計画、化学物質評価計画、管理計画も提案されている。HELIXな

どのユニークな試みが実施されている。 

 導入することが好ましいとのエビデンスが得られた場合、速やかに実用

化が図られる傾向が認められることが、日本との大きな差とも考えられ

る。 

 日英共同研究において、下水処理水中に残留するエストロゲン類似物

質が魚類の性発達に与える長期的影響を調査し、エチニルエストラジ

オール 4 ng/Lに2年間曝露された全オス個体のメス化を報告した。 

 欧州近海に棲息する鯨類の大規模調査が実施され、PCBsによる繁殖影

響が強く示唆される結果を、学際研究の成果として2016年に報告して

いる。 

 トランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の開発は進んでいる

が、高等動物のEDCsによる感受性の種差に関する研究は乏しい。 

 下水処理技術の開発研究と副生成物の影響評価、未知物質の測定技術に

関する開発も行われている。 

中国 
34) 

67)-70) 

基礎研究 ○ ↗ 

 環境問題が深刻であるだけに、研究に多くの資源が割かれており、トッ

プレベルの国際学術誌に掲載される論文が増え、着実に実力をつけてい

る様子が伺える。教員や学生、研究者の陣容が急速に拡大しており、研

究レベルは上がっている。研究論文の事前チェック体制が整備されてお

り、今後、国際誌におけるシェアがさらに高まることに寄与するとも予

想される。 

 日中韓三カ国間協力による野生魚オス個体のビテロゲニン生成に関す

る調査が実施されており、東シナ海沿岸域の大都市部周辺海域や工業・

港湾地域において魚類の繁殖異常を報告している。 

 2015年、中国農業省が“NY/T2873-2015 Evaluation Method of the 

Endocrine Disruption Effects of Pesticides”を発表し、農薬の内分泌か

く乱作用について調査を開始している。 

 内分泌かく乱作用が疑われる物質について、下水処理過程における挙動

や除去効率の調査、下水処理水の流入河川に棲息する野生魚の汚染実態

調査、そして高等野生動物の曝露実態調査が近年増加している。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 

 海外技術に依存している状況だが、これに追従する研究開発が活発に行

われており、やがて独自技術として定着していくものと考えられる。 

 欧米との共同実施体制を組んだ多数の社会実験的プロジェクトが稼働

している。特に都市計画プロジェクトの中に健康を組み入れたような研

究が多く、急成長している。 

 内分泌かく乱作用が疑われる化学物質のin vitroおよびin vivoスクリー

ニング試験およびトランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の

開発が急速に進んでいる。 
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韓国 
34)71) 

基礎研究 △ → 

 国家レベルでの大型プロジェクトが進められ、研究と実務の連携が重視
されている。基礎研究レベルの向上にも寄与している。 

 大気汚染・温暖化については意欲的な取り組みもみられるが、全体とし
て量感に欠ける。 

 日中韓三カ国間協力による野生魚オス個体のビテロゲニン生成に関す
る調査が実施されており、東シナ海沿岸域の大都市部周辺海域や工業・
港湾地域において魚類の繁殖異常を報告している。 

 内分泌かく乱作用が疑われる物質について、下水処理過程における挙動
や除去効率の調査、そして河川水や底質など環境試料のモニタリング事
例は報告されているが、野生生物を対象としたEDCsによる汚染実態調
査は、日米欧中と比べ少ない。 

応用研究・
開発 

△ → 

 国家プロジェクトが推進され、温室効果ガス排出量評価、ライフサイク
ルアセスメントなどの領域の研究も包括した総合的な最適化も志向さ
れている。 

 内分泌かく乱作用が疑われる化学物質のin vitroおよびin vivoスクリー
ニング試験およびトランスジェニック魚を用いたバイオアッセイ系の
開発はおこなわれているが、応用研究や開発の報告事例も日米欧中と比
べ少ない。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

（８）参考文献 （●は全体的に参考とした文献） 

 JST-CRDS, 俯瞰ワークショップ報告書 環境分野の研究開発の概況 

http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2016/WR/CRDS-FY2016-WR-06.pdf 

 1) WHO/UNEP、内分泌攪乱化学物質の科学の現状 2012 年版 意志決定者向け要約 

http://www.nihs.go.jp/edc/files/EDCs_Summary_for_DMs_Jpn.pdf 

 2) Jirtle, R.L., Skinner, M.K., Environmental epigenomics and disease susceptibility, Nature 

Reviews Genetics, Volume 8, Issue 4, April 2007, Pages 253-262. 

 3) Chamorro-García, R., Sahu, M., Abbey, R.J., Laude, J., Pham, N., Blumberg, B., Transgen-

er-ational inheritance of increased fat depot size, stem cell reprogramming, and hepatic 
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 4) Lim, S. (2012). "A comparative risk assessment of burden of disease and injury attributable 
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the Global Burden of Disease Study 2010." Lancet 380: 2224-2260. 
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 6) Villeneuve，DL. (2015). "Adverse Outcome Pathways." from  
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３.２.６ 化学物質リスク管理 

 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 

化学物質リスク管理に関する研究開発領域には多様な研究課題が含まれる。特に、環境分

析、毒性研究、理論・予測研究、および観察的研究が大きなテーマとなる。リスク管理自体

に関する研究開発も重要である。本研究開発領域では、これらのうち、主に環境分析、毒性

研究、予測研究および観察的研究について、現状と将来の見込みをまとめる。 

 

 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の研究開発動向 

［意義］ 

化学物質リスク管理では、古くは公害問題への対処として、排出規制、環境規制のための

基準値の設定と環境監視が課題となり、これらに毒性学や環境分析の分野が展開されてきた

ところであった。しかしながら、近年、化学産業技術の進歩とともに、国際的な、またより

包括的な化学物質の管理が指向されつつある。 

国際的な化学物質リスク管理の枠組みとしては、2002 年ヨハネスブルグサミット（WSSD）

で定められた実施計画で 2020 年までに化学物質の製造と使用による人の健康と環境への悪

影響の最小化を目指すこととされ、そのための行動の一つとして、「国際的な化学物質管理の

ための戦略的アプローチ」（SAICM ：Strategic Approach to International Chemicals 

Management）が 2006 年に定められた。より具体的には、化学物質管理に関連の深い、残

留性有機汚染物質に関するストックホルム条約、ロッテルダム条約、バーゼル条約や、新た

に締結された水銀に関する水俣条約など、さまざまな国際条約による取り組みが進められて

いる。 

一方、化学産業・技術の進歩は社会に大きな利便をもたらしているが、同時に、少量多品

種にわたる機能性物質の展開により、潜在的に管理が必要な可能性のある化学物質数が飛躍

的に増大しており、多数の化学物質や多様な用途、また、人から生物まで多様な影響範囲に

対応する包括的なリスク管理が求められている。 

化学物質リスク管理に関する研究開発領域では、このような国内外の背景を踏まえて、近

年さまざまな新たな展開が行われている。 

 

［動向（歴史）］ 

化学物質リスク管理における課題を踏まえて、従来から環境化学物質・汚染物質の化学分

析と毒性影響、生態影響に関する多くの研究が実施されてきた。特に、汚染物質の環境にお

ける存在や動態を把握する基礎となる分析化学を中心として研究開発が進められてきたと理

解される。 

しかしながら、近年は対処すべき物質数の継続的な増加、環境規制の強化とともに物質の

機能性の向上にも関連してさらなる微量分析の必要性、対応すべき試料と媒体の増加、対象

物質の物性範囲の拡大などの新たな課題に直面しており、これらに対処するための研究開発

が必要とされている。 

また、近年の化学物質リスク管理は、個々の排出規制等の単純な集合体ではなく、社会全
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体での化学物質管理の枠組みとして捉えられることが一般的になっていることから、分析化

学や影響研究のみならず、化学物質の環境排出量の推定、マテリアル／サブスタンスフロー

の把握、これらの将来予測やシナリオ予測のための環境動態モデルや理論毒性学などより体

系的、包括的な研究の必要性が意識されている。これらの概念を図 3-5 に示す。 

 

 

図 3-5 化学物質リスク管理の概念 

（出典：JST-CRDS 俯瞰ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ報告書 国立環境研究所柴田フェロー資料 1)） 

 

本領域稿では、上記のような背景を踏まえて展開されている研究課題のうち、特に近年着

目すべき取り組みの見られる環境分析技術（有機、無機および影響分析）、理論毒性学、大規

模研究（大規模モデル技術、大規模疫学）を中心に注目動向をまとめる。 

 

 

（３）注目動向 

［新たな技術動向］ 

 環境分析技術 

環境分析技術のうち、有機化合物の分析については、サンプリング手法および分析技術の

双方において、より広域・他地点・高頻度および同時多数の物質の網羅的一斉分析の技術開

発が進められている。 

広域・多地点・高頻度の普遍的モニタリングに対応するためのサンプリング技術としてパ

ッシブサンプラーの開発が増えつつある 2)。特に水質モニタリング技術の遅れから、水中パ

ッシブサンプラーの開発が進められ、海洋モニタリングに有効とみられている。大気につい

ては Global Atmospheric Passive Sampling （GAPS） Network（カナダ主体、北極圏を

中心に 7 か国、50 地点）が精力的に手法開発と応用展開を図っている。 

採取した試料から可能な限り多くの情報を収集し、同時に個々の物質の同定を試みるため

に、GCxGC、LCｘLC、LCxCE のような多次元分離技術 3)や汚染源解析や未知汚染物質同

定への ICR-FTMS や OrbitrapMS のような超高分解能質量分析技術の導入がトレンドの一

つになっている。 

その他には、リアルタイム計測やフィールドでの質量分析 4)やマイクロデバイスの開発 5)、

バイオセンサのような生物応答の工学的実装 6)、化学物質の毒性機構や生体中動態の解明の

ための質量イメージング分析 7)が最新の動向といえよう。 

無機分析については、従来の元素分析だけでなく、安定同位体比分析による有害金属元素
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の研究が注目されている。環境中に遍在する有害金属のリスク管理を意図して、マルチコレ

クター型 ICP質量分析装置を用いた高精度な安定同位体比分析による有害金属の発生源の推

定と化学反応の機構解析がある。特に水銀は全球レベルで管理強化が求められている金属で

あり、水銀の同位体比計測技術は注目されている（例：参考文献 8）。分析技術に関しては、

前処理手法の開発、ガスクロマトグラフ等の通常とは異なる試料導入系と接続した分析、さ

らに計測値の精度管理手法の確立に関する進歩がめざましい。 

生体・生態影響を直接的に計測し、また網羅的化学分析により影響要因を探索する影響分

析の課題も近年注目される。新たな潮流を生むような顕著な新技術等は近年特に創出してお

らず、環境試料の影響測定と網羅的化学分析による影響要因の探索は 1980 年代から提唱さ

れてきたにも関わらず飛躍的な進歩を遂げてはいない。しかしここ数年、飛行時間型質量分

析計による質量分解能・物質分別能の向上、PC 性能の向上による解析の簡易化等の周辺技

術の進歩により、ようやく実現可能な段階に近づいている。ハイスループットバイオアッセ

イ（High-Throughput Bioassay）については豪・日・独・仏・米・チェコ・瑞（スイス）・

蘭・中・香の研究者・機関が参加してベンチマーキングが実施され 9)、環境試料の生体・生

態影響を直接的に計測する手法の共通化が図られている。 

 理論毒性学 

影響研究については、従来の実験毒性学的課題は引き続き重要であるが、近年、影響を理

論的に解析し、新規の物質や影響の予測等に応用を目指す試みが進められている 10)。 

人健康への影響に関して、計算毒性学の技術は、因果関係解析と機械学習、そして、機械

学習を発展させた AI（人工知能)による作用機構の提示が今後、大きな発展が期待される。

医療・ヘルスケア分野における IBM の Watson、理化学研究所で開発された SiGN: 大規模

遺伝子ネットワーク推定ソフトウェアなどの発展を毒性学分野に活用できれば、理論毒性分

野においても大いなる発展が見込まれる。 

近年、リスク評価手法のパラダイムシフトが提案され、作用機構にもとづく、有害性の確

認、標的分子レベルにおける有害物質の用量反応関係の解析など、化学物質の一次作用点か

ら最終的な毒性の表現型にいたる全体の一環した手法が提示され、その概念をAOP（Adverse 

Outcome Pathway）とよび、その解析手法全体は IATA（Integrated Approaches to Testing 

and Assessment）と呼ばれている 11)。これらには、既知の見本となる化学物質に関する情

報と基盤としたいわゆるリードアクロス手法が有用と考えられており、精緻な構造活性相関

の手法が求められている。この点に関しても Deep Learning やランダムフォレストのみなら

ず新たな機械学習の技術が求められている。同時に、化学物質の曝露による毒性作用経路の

詳細な予測、量反応関係についてシステムトキシコロジーもしくは毒性学におけるシステム

バイオロジーという手法・概念の重要性と活用が期待されている 12)。 

生態影響についても、AOP のアプローチが生態毒性研究の新たな流れとして注目されてい

る。生態毒性の評価において、ブラックボックスとして扱ってきた生物をできる限りシース

ルーボックスにすることによって化学物質の生態毒性のメカニズムを類型化しようという考

え方である。生物試験で観察される有害な毒性影響の起点は分子、生物と物理化学的反応の

はずであり、それらが生理学、生化学、遺伝学等でいずれ説明されるようになる生物体内で

のカスケード反応を経て、最終的な有害性の顕在化へ繋がると考えられる。つまりある反応

の条件が揃っていれば、得られる結論は同じになると予想できる。AOPs は毒性試験の省力
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化、迅速化および動物愛護の観点から注目されているが、現在は確実な毒性発現のパスウェ

イを世界中から集めているところである 13)。AOP Wiki は、インタラクティブな仮想プラッ

トホームを AOP の発展に提供して、提案された AOPs についての国際的なコンセンサスを

促進することを目的としている。まだ AOP Wiki で承認された生態毒性関連の AOP は少な

いが、将来的には増加していくと予想される。 

 大規模研究 

化学物質リスクのよりシステム的な管理を進めるためには、いわゆるエンドオブパイプ技

術的な化学分析と管理から、より大きな人間集団、広域あるいは地球規模での大規模研究が

必要とされる領域が課題となる。 

このうち、環境排出から実際の環境媒体中への移行や蓄積を評価可能な環境動態モデル、

数理モデルについて、地球規模動態を示す残留性有機汚染物質（POPs：Persistent Organic 

Pollutants）や水銀を対象とする大規模モデルの課題が近年特に注目されている。例えば、

水銀の全球動態モデルは米国、カナダ、欧州また日本等において開発が進められている 14)15)。 

一方、より大きな人間集団を直接対象とする大規模疫学のうち、特に出生コホートといわ

れる子供の出生から成長過程を追跡する大規模疫学が近年各国で進められている。主な大規

模出生コホート疫学プロジェクトとして、日本における子どもの健康と環境に関する全国調

査（エコチル調査）、ノルウェーの MoBa、デンマークの DNBC、フランスの Elfe、韓国の

Ko-CHENS などの研究において、胎児期や小児期の化学物質曝露の影響が調査されている。 

 

［注目すべき国内外のプロジェクト］ 

 EU の Solutions は、ヨーロッパ、ブラジル、中国およびオーストラリアから 39 機関が参

加するプロジェクトである。河川における有害化学物質を現在の科学技術を結集して評価

し直すために、化学分析から影響分析にわたる広範な領域をカバーしている。ライン川や

ドナウ川流域の生態系と人の健康における化学物質リスクの問題解決のための総合的な取

り組みとして 2013 年より（5 年計画）開始された 16)。 

 北欧を中心とする EU の MARS プロジェクトも注目される。16 の河川流域のケーススタ

ディによって各流域における生態系の状態と化学物質およびその他の抑圧因子の解明を目

指している 17)。 

 Tox21 プロジェクトは、米国環境健康科学研究所、環境保護庁（EPA）、食品医薬品局など

複数の政府機関の共同プロジェクトである 18)。毒性評価方法や化学物質に対する迅速試験

法などの開発を目指して進めているものであるが、本稿であげた課題のうち特に理論毒性

学に関連して、かつ多くの関連する分野も含めて進められている。 

 米国環境保護庁（EPA）の ToxCast プログラムでは、多数の化学物質のハイスループット

スクリーニングによるデータを蓄積し、成果は Toxicity forecaster として公開され、理論

毒性学的アプローチの重要な成果を生み出しつつある 19)。 

 欧州で実施された水銀に関する GMOS プロジェクト 20)は、水銀の環境モニタリングから

大規模全球モデルの検証までを含めたプロジェクトであった。水銀の環境動態を中心とす

る大規模プロジェクトとして注目されてきた。 

 大規模全球モデルについては、国連欧州事務局による越境大気汚染条約下での北半球タス

クフォースが実施してきた、水銀に関するモデルレビューあるいは比較研究等が注目され
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るところである 21)。 

 大規模疫学については、すでに掲載した複数の注目すべき研究プロジェクトが進められて

いるところであるが、関連して Exposome：エクスポゾーム（ヒトの生涯の全曝露）プロ

ジェクトが進められており 22)、GPS、リモートセンシング、omics などによる化学物質曝

露測定技術開発を通じて大規模疫学での応用に向けた研究が進められている。 

 

 

（４）科学技術的課題 

［課題（ボトルネック）］ 

 環境分析技術に関しては、有機化合物に関するパッシブサンプリングは定量性に欠ける、

捕集容量が少ないといったことが問題である。リアルタイム計測のためには現在の装置感

度は低すぎ、イオン化法や検出器の開発・改良が求められる。LC を用いた極性成分の分

析では、万能な移動相・固定相が無いため、一度に測定する手段がない。また、試料間の

高精度（微妙）な差の検出のためには再現性の高い測定技術が必要である。他にも、環境

分野では大量のデータ解析のための情報科学のノウハウが著しく不足している。他の分野

に比べ環境化学分野の立ち遅れが目立つ。 

 無機化合物分析については、高精度な金属同位体分析を実現する質量分析装置や周辺の試

料導入装置等も海外製が多く、国内での装置維持単価が上昇しがちであることに加え、例

えば装置仕様の改良などの研究がより困難な状況である。当該分野に取り組む大学の研究

室が限定されており、慢性的な人的資源不足であることも重要な課題である。 

 影響分析については、多検体の測定に適用可能なハイスループットのバイオアッセイが限

定的であり、様々なエンドポイントに対するハイスループットバイオアッセイが種類、精

度ともに不足している。このほか、ノンターゲット分析を志向する研究が増加している一

方で前処理法の検討など、有機化合物分析と共通の課題がある。 

 これらいずれにも関連して、環境汚染状況を把握するための資料収集が系統的あるいは継

続的でなく、系統的なデータ蓄積を図れていないこともあげられる。 

 理論毒性学的研究においては、数理統計学分野で認知されている手法をいかに化学物質リ

スク管理における研究に応用していくかが課題である。遺伝子発現量、タンパク質発現量、

DNA 配列、エピジェネティック情報などの分子レベルと化学物質の応答性に関するデータ

が国内には少なく、海外の情報に頼らざるをえない。一方、化学物質リスク管理とは異な

る各業界の立場によって個々にデータベースが作られているため、統合された細胞レベル

での物質応答性のカタログ化が進まないと、環境分野における理論毒性学が発展しない。 

 大規模モデル化研究では、大気質モデル、大気大循環モデルが開発の土台として国内外と

も用いられているが、準揮発性の POPs、揮発性の高い水銀などでは、海陸面のフラック

スをより積極的に結合する必要があり、大気あるいは大循環モデルを超えた多媒体的な取

り組みがもっと着目される必要がある。大規模疫学研究では、疫学自体の課題とともに、

個人のエクスポゾームの測定において、衛星観測から、リモートセンシング、GPS、パッ

シブサンプラー、高度分析機器まで、多種多様の技術を扱う必要があるが、その展開が不

足している。 
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［今後取組むべき研究テーマ］ 

 環境分析技術においては、網羅的な分析手法を達成するための、サンプリング技術、計測

技術の高感度化、高極性有機化合物も可能となるより広範な極性成分の分析技術の開発な

どが必要である。また、モニタリング現場においてメンテナンスフリーで計測が可能な耐

候性、堅牢性、再現性、感度の高い計測装置の開発も重要である。 

 多検体測定、網羅的分析データなどを解析するための情報解析技術の開発も重要である。

特に精密質量スペクトル情報データベースの整備は、基盤研究として国際的にも貢献でき

るテーマである。情報解析技術は、健康・生態影響と環境中の化学物質を結びつけるため

の研究にも必須であり、理論毒性学にも密接な関連のある分野横断的なテーマとして取り

組むことが必要である。また、多様化する化学物質と毒性データの急増に対応し、また複

数の物質による複合生体影響の解明を目指した分析と理論毒性学的な有害性予測を複合し

たアプローチによる研究が考えられる。膨大なデータの解析処理への人工知能の応用とい

った研究となれば世界の先駆けとなる課題と考えられる。測定データからの未知物質の検

索や同定、同定された物質の毒性推定を精度良く行うための手法（ソフトウェア）開発も

取り組むべき課題としてあげられる。 

 有害元素のリスク管理のためには、天然資源や製品、そして食品等に含まれている極微量

の有害金属のトレーサビリティの向上や曝露経路の特定につながる分析技術の高度化、同

時に、発展途上国等でも活用できる分析技術の確立が地球レベルの環境汚染問題の解決に

は欠かせない。 

 理論毒性学あるいは大規模疫学に関連しては、化学的、物理的、生物学的、精神的、社会

的環境ストレスへの生涯曝露（エクスポゾーム）測定技術の開発、また、併せて、化学物

質と生体応答の基本に立ち返って、人についても生態影響についても、物質レベルから見

た健康・生態の状況を記述可能とするような蓄積が求められる。大規模疫学調査なども関

連するところがある。 

 大規模モデル研究については、従来のモデルが概して無機的環境における物質循環の記述

にとどまってきたのに対して、海産生物や陸生の各種生物など、曝露リスクに関連するよ

り多様な媒体を含むモデル化研究が必要である。また、Planetary boudaries（PBs）の提

案 23)の中で未定義となっている化学物質の限界のように、大規模モデルを活用するシステ

ム的考察を現実のリスク管理に結びつける研究も重要である。 

（５）政策的課題 

本研究開発領域における課題が、従来までの大気、水、土壌、また食品、廃棄物、農作物

などの媒体ごとに、あるいは健康影響、生態影響などの影響によって作られてきた既存の区

分を超えて意識されつつあることを反映して、政策的課題としては、このような従来の視点

からすると分野横断的となる枠組みの必要性が指摘される。国内では経産省、環境省、農林

水産省、厚労省、内閣府食品安全委員会などが含まれ、省庁の枠組みを超えた研究実施体制

やファンディング制度が求められる。 

また、おそらく上記とも関連して、化学物質リスク管理に係わる大学等の研究活動が枯渇

しつつあり、基礎力と応用展開力をともにそなえた優秀な人材の育成とそのキャリアパスの

確立が求められる。 
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このほか、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約、水銀に関する水俣条約など

国際条約に基づく管理への即応または戦略的な関与、近年 REACH 規則を始め積極的な展開

の目立つ欧州に対する日本としての的確な対応など、国内のみでなく国際的な動向の中で政

策を構成することも重要となっている。 

なお、近年、動物愛護の視点から in vivo 試験は最小限に留めるか、代替法へ移行する方

向にある。その意味でもハイスループット（in vitro）バイオアッセイの開発は重要な課題で

ある。一方で、研究開発において動物実験は最も重要な実験手法であって、代替法がすべて

を取って代わることは全くあり得ない。さまざまな主体の意見を踏まえつつ、健全な科学技

術の発展を可能とする政策的対応も求められる。 

（６）キーワード 

ノンターゲット分析、リアルタイム計測、人工知能、国際ネットワーク、安定同位体、マル

チコレクターICP 質量分析装置、effect-directed analysis （EDA)、whole effluent toxicity 

（WET)、構造活性相関学、システムトキシコロジー、多変量解析、遺伝子ネットワーク、エ

クスポゾーム（exposome）、大規模疫学、Planetary boundaries、水銀に関する水俣条約 

（７）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

 現状では、高分解の質量スペクトルデータベース MassBank が運用さ
れ、ノンターゲット分析の普及も進む。PBPK モデル中心に薬物の体内
動態予測が行われ、子供と環境に関する全国調査の実施、大規模モデル
開発など高い水準にある。ただし、安定同位体研究では、装置開発や研
究室が不足している。 

応用研究・
開発 

○ → 
 各課題とも基礎研究のレベルは高いものの、毒性予測ソフトウェアの公
開遅れ、同位体分析では層の薄さも関連して不正確な同位体比が提出さ
れるなど、改善すべき課題が見られる。 

米国 

基礎研究 ◎ → 

 （北米全体では、特にカナダで）超高分離技術と超高分解能質量分析計
を合わせた装置開発が進む。同位体比分析の高度装置多数を有してい
る。ハイスループットスクリーニング研究、理論毒性学的研究ともに基
礎レベルは高いが、革新的な計算技術は出ていない。エクスポゾーム研
究が進む。 

応用研究・
開発 

◎ → 
 毒性予測では ToxCast, Tox21, FutureToxII など大規模プロジェクト
が進められ、基礎から応用への展開が進む。同位体比研究、大規模疫学
研究とも展開される。 

欧州 

基礎研究 ◎ ↗ 

 ノンターゲット分析の手法開発、ソフトウェア・データベース整備、高
分解能質量スペクトルデータベースなどでトップクラスの研究機関が
ある 16)。マルチコレクター質量分析装置はいずれも欧州に本拠を有し、
英国の大学等との新たな開発が進む 24)。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

 Solutions や MARS プロジェクトなど世界に先駆けた国際的な取り組
みが行われており、これは分析から毒性までカバーする研究として進
む。有害金属の挙動や安定同位体比の活用が活発。大規模疫学研究も進
む。欧州越境大気汚染条約の活動を基礎としたモデル研究が進む。 

中国 

基礎研究 ○ → 
 欧米からの技術指導を受けながらではあるが、多数の分析装置を有して
研究を実施。 

応用研究・
開発 

△ ↗ 
 毒性学分野での活動はほとんどない。大規模疫学は事例がある。環境汚
染が著しい地域があり、鉱山資源や製品、農作物などの金属、同位体比
を明らかにする複数のプロジェクトが進む。 
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韓国 

基礎研究 △ ↗ 
 すべての分野での情報はない。マルチコレクター質量分析装置など最新
装置は整備数が少なく、研究者も少ないが、研究は開始されている。 

応用研究・
開発 

△ → 
 WET の適用が行われる。大規模疫学（KoCHENS）が開始予定との情
報があるが未確認。環境分析は着実に実施されていると思われる。 

（註1）フェーズ 

基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  

応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  

 

（註2）現状 ※わが国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価である。 

◎ 特に顕著な活動・成果が見えている、 ○ 顕著な活動・成果が見えている 

△ 顕著な活動・成果が見えていない、 × 活動・成果がほとんど見えていない 

 

（註3）トレンド 

↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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